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目的：看護学生の生活行動と生活体験の特徴を明らかにし，看護教育の示唆を得
る。
方法：看護学部3年生を対象に独自に作成した調査票を配布し，得られた回答を解析
した。
結果：有効回答数は58名で，親元を離れている学生が55.2％であった。生活行動で
は，食事の支度や自室の掃除，洗濯をするのは親元を離れている学生で有意に多
かった。換気，手洗い，テーブル拭き，入浴の際の湯温確認を行わない学生は3割以
上いた。生活体験では，入学前に高齢者と同居経験がある学生は44.8%で，高齢者の
世話の経験が有意に多かった。病人の世話の経験がある学生は41.4%だった。
結論：学生の生活体験は一概に乏しいとは言えないが，高齢者や病人と入学前に関
わった経験は多くなく，望ましい生活行動に関する既習知識は学生自身の日常生活
で実践できていない。学生の生活行動や生活体験を理解することは，看護の対象の
理解や実践方法を教授する上で有用である。

キーワード：看護学生，生活行動，生活体験，教育方略

――――――――――――――――――――――
自治医科大学看護学部
School of Nursing, Jichi Medical University

Ⅰ．はじめに
　看護職は，医療機関や地域，企業などの幅広い
場所でその専門性を発揮することが期待されてい
る。その準備段階である看護学生は，看護の対象
となる人々の健康に関連する日常生活を支えるため
に，対象を理解し支援する方法を学習する。看護の
実際では看護者自身が道具となって対象の日常生
活を支えることから，学生の生活習慣や生活体験
が学習の進度にも影響するといわれている１）。
　 現 在 看 護 学 生として 学 ん で いる世 代 は I T 

（Information Technology）化，オートメーション
化された生活が浸透した中で育っている。この世
代が社会人となると，社会や医療技術の進展に伴
う高度な仕事を期待されるが，社会人として求め
られる基本的な能力を獲得しないままであること
が多く，学生から社会人への移行がスムーズにい
かないことが懸念されている２）。特に看護職にお
いては，その業務の特性から正確に業務を遂行す
ることが求められ，自分の身体をコントロールして
身に付けた看護技術を発揮していくことになる。
IT化，オートメーション化された社会は簡便化さ
れ効率が良いという利点があるが，自身の身体機
能を用いる機会が減少しているという面もある。

看護学生の生活行動と生活体験の特徴からみた教育方略

佐々木彩加，小原　泉，鹿野浩子，江角伸吾，永井優子，
半澤節子，成田　伸，中村美鈴，春山早苗

Educational Strategies from the Relation between Nursing 
Students’ Life-behaviors and Life-experiences

Ayaka Sasaki, Izumi Kohara, Hiroko Shikano, Shingo Esumi, Yuko Nagai, 
Setsuko Hanzawa, Shin Narita, Misuzu Nakamura, Sanae Haruyama

実践報告



自治医科大学看護学ジャーナル　第 17 巻（2019）

4

として，対象者が学生であることから，調査目
的，方法，協力は自由意思であること，匿名性で
あり協力しない場合でも不利益はないことを記し
た説明文書を配布した。調査票の提出をもって同
意を得たものとした。

Ⅲ．研究結果
　調査票は104名に配布され，回答数は70件（回
収率67.3%），無回答の項目があった12件を分析か
ら除き有効回答数58件（55.8%）であった。
１．対象者の属性
　有効回答が得られた対象者は，女性57名（98.3 
%），男性1名（1 . 7％）で平均年齢±標準偏差 
[Standard Deviation; SD]は20.9±0.44歳であった。
　大学への通学に関して，親元から通っている
学生は26名（44.8%），親元以外は32名（55.2%）
で，親元を離れて生活している学生については寮
生活が30名（51.7%），1人暮らしが2名（3.4%）い
た。平均通学時間±SDは25.4±27.9分で中央値は
10.8分であり，親元からは平均47.8±28.6分，親元
以外からは平均7.3±3.6分で，親元から通学する時
間の方が有意に長くなった（p < 0.001）。

２．最近1ヶ月の生活行動
　対象者の生活行動に関する結果は，表1に示し
た。
１）食事に関する項目
　食事に関する項目間の関連としては，三食食べ
るかどうかと栄養バランスとの関連はみられな
かった（p = 0.138）。
　また，食事の支度をする学生の方が，支度
をしない学生よりも後片付けをしていた（p = 
0.019）。
２）運動，換気に関する項目
　運動は時々している学生が51.7％であった。換
気に関しても約半数が気にして，換気をする行動
をとっていた。運動や換気に関する項目と他項目
との関連性はみられなかった。
３）睡眠に関する項目
　睡眠時間に関しては，平日の平均睡眠時間±SD
が6.1±1.0時間で中央値6.0時間，臨地実習期間中
は4.8±1.3時間で中央値4.9時間であり，実習期間
中の睡眠時間が有意に少なかった（p < 0.001）。
４）掃除に関する項目
　自分で部屋を掃除する学生は，しない学生に

　我々の研究グループが先に報告した調査３）で
は，他の先行研究と同様，利便性の高い生活環境
で育ったという学生の特徴が抽出された。ここで
は，看護学生の生活体験は一概に乏しいとはいえ
ないことが報告されているが，大学入学前までの
生活体験のうち高齢者や病人との関わりについて
は，既報１）とほぼ同じであった。ここから，実習
などで臨地に出るまで病院の環境や患者の生活環
境の実際を知るような生活体験を経ていないこと
も推察できる。
　以上より，学生自身の生活の中でどのような生
活行動が身に付き習慣化されているかは，自身の
身体を活用して行われる看護の実践場面におい
て，技術の正確さなどへ影響することが考えられ
る。また，看護を提供する上で必要となる対象理
解や目の前の対象に即した支援の提供には，看護
職となるまでの生活体験が影響する可能性が考え
られる。
　そこで今回，看護学生の生活行動，生活体験を
明らかにし，看護教育における方略の示唆を得る
ことを目的として調査を実施した。
　本研究は，先に実施した調査研究の課題３）をふ
まえて調査項目の表記を整備し，看護学教育への
さらなる示唆を得ることを意図して行われた研究
である。

Ⅱ．研究方法
　対象はA大学看護学部3年生である。平成30年1
月～2月に無記名の自記式調査票を対象となる学
生全員に配布し，施錠された回収ボックスへの投
函，あるいは郵送での回収を行った。
　本研究で用いた調査票は，看護学生の生活お
よび日常生活での体験に関する57項目の質問か
ら構成されている３）。調査項目は，米国の教育
研究機関Higher Education Research Instituteが
開発した大学生調査の日本語版Japanese College 
Student Survey（JCSS）と，看護学生の生活およ
び日常生活活動での体験に関する先行研究１，４）を参
考に作成した。回答内容については，IBM SPSS 
Statistics 24.0（IBM Inc，New York）を用いて，
生活行動と生活体験の各項目および属性との関連
を記述統計およびt検定を行った。p値 < 0.05を有
意差ありとした。
　本研究は研究者の所属機関の倫理審査委員会の
承認を得て実施した（臨大16-079）。倫理的配慮



看護学生の生活行動と生活体験の特徴からみた教育方略

5

べて食事前も手洗いをする人が多かった（p = 
0.001）。
　歯磨きは1日の平均回数±SDが2.5±0.7回で，保
清については，入浴やシャワー時に湯温を確認す
るのが大半で，70.7%であった。
６）トイレ，風呂の設備に関する項目
　トイレや風呂の設備は他項目との関連性はみら

比べて食事の支度や洗濯も自分で行う人が有意
に多かった（食事の支度: p = 0.007，洗濯: p = 
0.036）。
５）清潔習慣に関する項目
　清潔習慣については，テーブル拭き，手洗い習
慣，歯磨き，保清に関する質問を設けた。
　帰宅後に手洗いする学生は，しない学生に比

表1：対象者の最近1カ月の生活行動（n = 58）

項目 人数 ％ 項目 人数 ％
食事 一日三食食べる 毎日 33 56.9

  時々 22 37.5

  いつも食べない 3 5.2

 栄養バランスがとれた食事 している 19 32.8

  時々 22 37.9

  全くしていない 3 5.2

 食事の支度を自分でするか 毎日する 14 24.1

  週4～6回 9 15.5

  週2～3回 10 17.2

  週1～2回 8 13.8

  週１回未満 5 7.0

  しない 13 22.4

 食事の後片付けを自分でするか 毎日する 31 53.4

  週4～6回 7 12.1

  週2～3回 5 8.6

  週1～2回 7 12.1

  週１回未満 3 3.5

  しない 6 10.3

運動 なにか運動をしているか 毎日 1 1.7

  時々 30 51.7

  していない 27 46.6

睡眠 睡眠は十分とれているか 毎日 11 19.0

  まあまあ 41 70.7

  あまりとれていない 6 10.3

 使用している寝具 ベッド 53 91.4

  布団 5 8.6

 シーツ交換を自分でするか 週１回 3 5.2

  1～2週に１回 6 10.3

  2週に1回 18 31.0

  その他の頻度 14 24.2

  自分でしない 17 29.3

換気 換気で気になることがあったか 窓を開けた 21 36.2

 （複数回答可） 換気扇を回した 13 22.4

  なかった 28 48.3

掃除 自分で部屋を掃除するか 週１回 19 32.8

  1～2週に1回 6 10.3

  2週に1回 16 27.6

  その他 10 17.2

  自分でしない 5 8.6

 自分で衣類を洗濯するか 週１回 18 31.0

  1～2週に1回 1 1.7

  2週に1回 0 0

  その他 20 34.5

  自分でしない 19 32.8

清潔習慣 食事前後にテーブルを拭くか 前後とも拭く 23 39.7

  食事前に拭く 9 15.5

  食事後に拭く 11 19.0

  全く拭かない 15 25.9

 帰宅後に手洗いをするか いつもする 45 77.6

  時々する 10 17.2

  あまりしない 3 5.2

  全くしない 0 0

 食事前に手洗いをするか いつもする 32 55.2

  時々する 19 32.8

  あまりしない 5 8.6

  全くしない 2 3.4

 歯磨きをするのはいつか 起床時 24 41.4

 （複数回答可） 食前 10 17.2

  食後 45 77.6

  就寝前 43 74.1

 体を清潔にする主な方法 入浴 51 87.9

  シャワーのみ 7 12.0

 湯温の確認 皮膚感覚 33 56.9

 （複数回答可） 湯温設定の表示 12 20.7

  確認しない 17 29.3
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親元以外から通学する学生の方が行う人が多かっ
た（p = 0.048）。

３．入学前までの生活体験
　入学前までの生活体験として，高齢者や乳幼児
との同居や世話をした経験，病人の世話をした経
験について調査した。結果は表2に示した。
　高齢者との同居経験がある学生は26名（44.8 
%）で，同居の平均期間±SDは14.8±6.0年であっ
た。高齢者と同居経験のある学生の方が高齢者
の世話をしたことがあり（p = 0.024），話し相
手をしたことがある人も有意に多くなった（p = 
0.012）。
　兄弟姉妹がいる学生は55名（94.8%）で平均人
数±SDが1.47±0.60人，中央値1.44人で，兄弟姉妹
の有無と乳幼児の世話をした経験との間に，関連
はなかった（p = 0.238）。
　病人の世話については，「世話をしたことがあ
る」と回答した学生が24名（41.4%）だった。

れず，風呂の機能と湯温を確認するかどうかにつ
いても関連していなかった。
７）属性との関連
　各生活行動を親元からの通学か否かで検討した
ところ，食事，掃除，清潔習慣に関する項目につ
いて有意差が認められた。
　親元から通学していると，毎日三食食べる学
生が多い傾向だが有意差はなく（p = 0.052），
親元以外だと時々しか栄養バランスの良い食事
を摂っていないと回答した学生が多かった（p < 
0.001）。また，食事の支度を自分でするのは親元
以外から通学する学生の方が有意に多かったが
（p < 0.001），後片付けは親元かどうかに関わら
ずほとんどの学生が自分でしており有意差はな
かった（p = 0.058）。
　掃除に関しては，親元以外から通学する学生
の方が，自分で掃除（p = 0.014）や洗濯（p < 
0.001），シーツ交換（p = 0.011）をしている人が
有意に多かった。
　清潔習慣に関しては就寝前の歯磨きについて，

表2：対象者の入学前までの生活体験（n = 58）

項目 人数 主にどんな世話をしたか
（複数回答可）％

高齢者と同居したことが
あるか
高齢者の身の回りの世話
をしたことがあるか

兄弟姉妹はいるか

乳幼児の身の回りの世話
をしたことがあるか

子どものオムツ交換を
したことがあるか
病人の身の回りの世話
をしたことがあるか

ない 33 56.9
ある 25 43.1
ない 33 56.9
ある 25 43.1 食事 9 15.5
   移動 11 19.0
   排泄 5 8.6
   清潔 6 10.3
   更衣 11 19.0
   話し相手 24 41.4
いない 3 5.2
いる 55 94.8
ない 28 48.3
ある 30 51.7 食事 17 29.3
   移動 21 36.2
   排泄 18 31.0
   清潔 15 25.9
   更衣 26 44.8
   話し相手 26 44.8
ない 22 37.9
ある 36 62.1
ない 34 58.6
ある 24 41.4 食事 15 25.9
   移動 12 20.7
   排泄 8 13.8
   清潔 11 19.0
   更衣 11 19.0
   話し相手 16 27.6
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要な支援を考えられるよう指導する必要があると
言える。
　また，本結果から親元から通学している場合は
自分の身の回りのことも家族に頼っている様子が
伺える。それに対し，寮での共同生活や一人暮ら
しの場合は，自ずと食事や掃除といった基本的な
生活行動を行う状況が結果から示された。家族と
の同居では望ましいとされる生活行動を自ら実践
する機会が少ない傾向があると考えられる。これ
が，臨地実習での対象者の日常生活体験の理解に
影響しているかもしれない。

２．看護学生の生活体験の特徴
　今回の結果では高齢者と関わる体験が大学入学
前までの生活の中で乏しかった学生も55.2%いる
ということが示された。高齢者と関わる体験が乏
しい看護学生は，高齢者と関わることに拒否的で
ケアへの関心も低いと言われている６）。今回は同
居経験の有無によって高齢者の世話や話し相手に
なった経験に有意差が生じたことから，高齢者と
同居していない場合は密接に関わる機会がなく，
高齢者のケアへの関心には個人差が生じている可
能性が考えられる。
　病人との関わりについても同様のことが言え
る。本研究で対象となった看護学生の中には，臨
地実習に出て初めて療養環境に赴き，病人と接す
ることになった人もいると考えられる。療養環境
も含めた病人の置かれている状況についても，実
際に関わったことがなく具体的にイメージするこ
とが困難な学生がいることも，教育上考慮しなけ
ればならないと言える。
　一方，兄弟姉妹に関しては，既報１）では兄弟姉
妹がいる割合が93.1%，平均人数が1.5人とされて
おり，今回の研究対象の結果と合致していた。乳
幼児（子ども）と関わる機会は，先述した高齢者
に比べると多いと伺える。乳幼児や兄弟姉妹と関
わったことがある学生にとって，小児看護の対象
をイメージすることは比較的容易であると推察で
きる。

３．看護教育における方略の示唆
　まず，本研究の結果から，学生は日常生活援助
について習得した知識を自らの生活行動として取
り入れていないことが多いと推察された。これ
は，望ましい生活行動を実際の生活場面に適用し

Ⅳ．考察
１．看護学生の生活行動の特徴
　生活行動を把握する項目はいずれも，看護学生
が臨地実習で対象の日常生活支援に関わることが
多い項目でもある。本研究の対象となった3年生
は一般的に望ましいとされる衣食住などの基本的
な日常生活行動は知識として既に習得している。
また，領域別の臨地実習を終えた時期に本調査票
に回答しているため，実際に患者に対して日常生
活支援を行った経験のある学生も少なくない。し
かし，知識として大学で学び習得していたとして
も，望ましい食生活，運動，換気，手洗い，湯音
確認等を自身の日常生活の中で想起，あるいは実
施していない学生も少なからず存在することが，
今回の生活行動に関する結果から推察された。
　運動については学生の部活動の状況も関連する
と考えられ，健康のために意識的に運動している
かどうかは一概に言えない。換気については，環
境整備の必要性について知識はあっても，実際に
日常の中でどのように取り入れるまでには至って
いないことが考えられる。
　睡眠については，実習期間中の睡眠時間が有意
に少ないという結果であった。看護学生は臨地実
習や課題の多さなどから，他の学部に比べて睡眠
障害となる学生が多いという報告がある５）。睡
眠不足は脳機能に影響し，注意力が散漫になるこ
とで，看護実践を行う際の正確さが失われること
にも繋がるおそれがある。看護職の行う実践には
正確さが求められるため，学生のうちから多忙で
あっても睡眠時間を確保できるような生活の調整
が必要だと考えられる。
　清潔習慣については先行研究１）同様の結果では
あるが，感染予防目的などで清潔に関する指導を
臨地実習で経験した可能性がある3年生であって
も，普段の行動の中に取り入れられていない学生
もおり，実習と日常生活での学生の行動の乖離が
考えられる。テーブル拭きも同様の結果で，環境
整備の際の行動は学生の日常における清潔観と一
致しているとは限らないと言える。
　トイレや風呂の設備についての回答からは，学
生が利便性の高い環境で生活してきた様子が伺え
る。病院や施設，患者の居住環境においては，必
ずしも学生が慣れているような設備が整っている
わけではない。学生が，対象の療養環境，住宅の
状況まで視野に入れて療養生活をイメージし，必
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ている可能性を理解し，具体的なイメージをもて
るよう指導することが今後の看護教育に必要とな
ると考えられる。
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た経験が乏しいために，学生が患者の日常生活上
の困難を具体的に理解しにくいことを意味してい
る。
　そこで学生が既習知識を対象者個々の生活支援
に適用させるには，自身の生活を振り返り，実際
に患者が日常生活の中で行動化する上で困難なこ
とが何か気付ける学習支援が必要であると考えら
れる。また，学生に関わる教員が実態を把握する
ことは，臨地実習において学生が感じる困難さを
軽減することにも繋がると考えられる。学生が生
活行動として実際に行ったことがあるかを教員が
確認し，困難さが生じやすい実践を推察できれ
ば，学生へのフォローが事前に可能となる。
　次に，生活体験が乏しい学生は目の前の患者に
対してイメージとの相違を感じたり，関わり方に
困難さを感じたりする可能性が高いことを教育上
配慮すべきということが示唆された。
　本研究の対象となった看護学生は高齢者や病人
と接してこなかった学生も多い。そのため，具体
的なイメージをもっていない可能性を教員が理解
し，具体的かつ正確なイメージをもてるよう教育
することが必要といえる。IT化，オートメーショ
ン化が進んだ中で育ってきたという学生の世代の
特徴もふまえると，インターネットやシミュレー
ション学習の活用も効果的であると推察できる。

４．研究の限界と今後の展開
　今回の調査では，無回答項目があり分析から除
いた数が全回答者数の約17％であったため，その
原因を検討し有効回答数の増加を図ることが課題
である。本研究で示唆された看護教育における方
略の効果なども，検討していく必要がある。

Ⅴ．結論
　今回の結果から明らかになった看護学生の生活
行動，生活体験の特徴として，1）既習知識を自
らの生活行動として日常で想起，実践できていな
いことが多い。2）生活体験が一概に乏しいとは
言えないが，高齢者や病人と関わる機会は少な
い。3）利便性の高い環境に慣れている。という
ものが挙げられた。これらの特徴は，対象への支
援における具体性や技術の正確さ，療養環境も含
めたイメージをもつことへの困難さを助長する一
因となり得る。学生がこれらの困難に直面した
時，その背景として生活行動や生活体験が影響し
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Ⅰ．はじめに
　わが国では，1990年代のバブル経済の崩壊以
降，景気低迷が続き1），加えて2008年に発生した
リーマンショックの影響による安定した雇用の揺
らぎや所得の低下によって，低所得者が増大し2），

目的：低所得であることは，子どもの肥満や虫歯など健康に影響を及ぼす。そこ
で，文献レビューによって，乳幼児を持つ低所得世帯の支援ニーズ，支援ニーズに
対する支援とその成果及び支援体制の課題とそれに対応する取り組みを明らかに
し，世帯が必要とする支援及び支援体制を検討する。
方法：医中誌webなどで検索語を組み合わせて検索した。検索された文献は，参加
者の特性が低所得世帯以外のものなどを除外し，ナラティブ統合によって知見を統
合した。
結果：日本15件，海外10件の合計25件の文献をレビューした。支援ニーズには，
『生活物資の不足』に関連する支援ニーズなどがあった。支援には，親に育児を
フィードバックし子育ての理解を深め，親の養育態度を改善していく支援などがあ
り，支援体制の課題には，支援対象の把握の体制などがあった。
考察：支援では，より早期の妊娠期から予防的介入すること，ヘルスケアサービス
を受けられるようにすることだけでなく，世帯の社会的孤立状態を解消していくこ
とも重要である。支援体制では，支援対象の把握の体制，連携体制，支援者の資質
向上の体制の側面に留意することが必要である。

キーワード：乳幼児を持つ低所得世帯，支援，育児支援，支援体制
　　　　　　Low-income households with infants, Support, Childcare support,
　　　　　　Support system

生活保護には至っていないが，生活に困窮してい
るという人の裾野が広がっている3）。このような背
景から，生活に困窮しており，放置しておけば生
活保護に移行せざるを得なくなる人を支援するし
くみとして，2015年4月から生活困窮者自立支援法
が施行された。
　生活困窮者自立支援制度では，相談者の3割が
子どものいる50歳代以下で占められており，低所
得世帯の子どもの存在が明らかになっている4）。
　低所得世帯は，一般世帯よりも，適切な食習慣

――――――――――――――――――――――
1）自治医科大学大学院看護学研究科博士後期課
程，2）自治医科大学看護学部 
1）Jichi Medical University, Graduate School of 
Nursing，2）Jichi Medical University

資　料

乳幼児を持つ低所得世帯に対する支援及び
支援体制に関する文献レビュー

山縣千開1）， 春山早苗2）

Literature review on both family support and
public support systems for low-income households with infants

Yamagata Chiharu1）, Haruyama Sanae2）
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表 1　日本語，英語の検索語
検索語

# 1 （「乳幼児」OR「子ども」OR「小児」）AND（「低所得」OR「生活困窮」OR「貧困」OR「生活保護」）AND（「支援」OR「支援体制」）
# 2 （「低所得」OR「生活困窮」OR「貧困」OR「生活保護」）AND（「支援」OR「支援体制」）
# 3 （「Infant」OR「Child」）AND （「Low-income 」OR「Needy」OR「Poverty」）AND（「Support」OR「Support system」）
# 4 （「Low-income 」OR「Needy」OR「Poverty」）AND（「Support」OR「Support system」）

Ⅲ．研究方法
１．研究デザイン：
　文献レビュー

２．検索方法：
　リサーチクエスチョンをPICo「乳幼児を持つ低
所得世帯の支援（体制）を必要とした状況に対し
て，どのような支援または支援体制があり，その
支援または支援体制の課題や成果には何があるの
か？」，PECO「乳幼児を持つ低所得世帯は，支
援，支援体制に関する要因によって，一般的な低
所得世帯と比べて，どのような介入方法があるの
か？」として，医中誌web，CiNii，J-STAGE，厚
生労働省科学研究，PubMed，CINAHLのデータ
ベース及びハンドサーチによって2000年から2018
年11月までに発表された文献を，「乳幼児」など
や「低所得」などと「支援」「支援体制」の日本
語，英語の検索語を組み合わせて検索した（表
1）。

3．適格基準，除外基準：
　適格基準は，1）乳幼児を持つ低所得世帯，又
は一般的な低所得を対象とする論文，2）支援
ニーズと支援ニーズに対する支援や，支援体制の
課題及び成果を明らかにしようする論文とした。
　除外基準は，1）日本語・英語以外のもの，2）
発展途上国に関するもの，3）わが国の1世帯あた
りの平均所得が2000年ごろから長期的に低迷して
いる状況1）を踏まえ1999年以前に発表されたもの
とした。

4．文献の選考過程：
　重複した文献を除外後，タイトルスクリーニン
グを行い，適格基準及び除外基準に基づき，参加
者の特性が低所得世帯以外のもの，日本語・英語
以外のもの，発展途上国に関するものなどを除外
したのち，抄録スクリーニングを行った（図1）。

や運動習慣を確立している世帯の割合が低く，子
どもに肥満や虫歯など健康への影響を及ぼすとと
もに，家庭環境や養育力の課題等が子どもの低学
力・低学歴につながり，貧困の連鎖を生んでいる
ことから，世帯の健康管理及び子どもが公平な条
件で人生を歩めるよう積極的な支援を行う必要が
ある4）。また，子ども期のなかでも，乳幼児期は
成長・発達が著しく，自立後の社会生活に通じる
基礎となる生活習慣を身につける時期であり，家
庭環境が重要となる5）。
　そこで，本研究の目的を，文献レビューによっ
て，乳幼児を持つ低所得世帯の支援ニーズ，支援
ニーズに対する支援とその成果及び支援体制の課
題とそれに対応する取り組みを明らかにし，世帯
が必要とする支援及び支援体制を検討することと
する。

Ⅱ．用語の定義
１．支援ニーズ：
　子どもの健やかな成長発達にあたり課題となる
ことを解決するために支援を必要とすること。
　なお，研究によると前回の妊娠から短期間の妊
娠期間が，胎児・乳児の健康リスク，早産のリス
クを高める6）ことが明らかになっており，母親自
身の健康管理が胎児・乳児の健康リスクに影響
し，子どもの健やかな成長発達の課題になること
から，子どもには胎児も含めることとした。

２．支援：
　乳幼児を持つ低所得世帯の育児や生活を支え助
けること。

３．支援体制：
　子どもを中心に世帯全体が健康的な生活を送れ
るようになり，さらにその生活を維持，継続でき
るようにしていくための制度並びにプログラムの
枠組みに基づいた支援のしくみ及び連携。
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Ⅳ．研究結果
　レビューした文献は，日本15件，海外10件の合
計25件であった。
１．乳幼児を持つ低所得世帯の支援ニーズ（表2）
１）『生活物資の不足』に関連する支援ニーズ
　失業・低収入であることが健康的な食糧を得
るための財政的制約8），乏しい食事9）となって，
偏った食生活や食糧不足を招いている。また，電
話・家具・衣類などの不足がある9）といった『生
活物資の不足』に関連する支援ニーズがあった。
２）『健康管理力の低さ』に関連する支援ニーズ
　口腔衛生に関する知識の欠如8），肥満は成人期
の問題で子ども期では問題にならない10）という健
康に関する知識の欠如や誤った認識があり，その
ことが喫煙，ファーストフードの環境といった不
健康な生活習慣を招いている9,11）。また，子ども
の肥満が子どもの活動や病気として表出すること

5．分析方法：
　乳幼児を持つ低所得世帯の支援ニーズ，支援
ニーズに対する支援とその成果，支援体制の課題
及び課題に対応する取り組みに着目し，複数の研
究結果を単語や文章によって要約し説明するアプ
ローチであるナラティブ統合7）によって知見を統
合した。
　なお，支援ニーズ及び支援については，子育て
における基本的かつ普遍的な特徴を整理するため
に広く国内外の文献を分析した。また，支援体制
の課題に対応する取り組みについても，先進的な
取り組みを見出すために国内外の文献を分析し
た。一方で，支援体制の課題については，各国に
より体制が異なると考え，わが国における課題を
把握するために国内の文献に絞って分析した。

図1　文献の選考過程
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　支援プログラムの1つは，子どもの健康と発
達に影響を与える家族の社会的リスク要因を早
期に特定し支援することを目的に，低所得の家
族と重要なユーティリティサービスを結ぶ訓
練を受けたファミリースペシャリストが介入
するDevelopmental Understanding and Legal 
Collaboration for Everyone（DULCE）18）があっ
た。すでに保健センターに支援されている家族
に，ファミリースペシャリストを加え，健康の社
会的リスク要因の緩和のために必要なリソースに
アクセスできるようにしたり，医療提供者とファ
ミリースペシャリストが協力し家庭訪問などを行
う。その成果には，介入群のほうが予防接種スケ
ジュール完了が高く，救急受診が少ない18）といっ
た《健康管理の改善》や，補足栄養補助プログラ
ム，割引電話サービス，低所得ユーティリティー
割引などのリソースへのアクセスが増える18）と
いった《ヘルスケアサービスのアクセスの加速》
があった。
　次に，低所得世帯の子どもの発達格差の解消及
び親の子どもへの関与の促進と子どもの発達支援
を目的に，プログラムの訓練を受けた介入者が小
児科の健康診断に合わせたセッションで子どもの
発達目標を親と話し合ったり，おもちゃや本を
使った親子遊びの様子を撮影し，その録画を見て
子どもへの関わり方を助言するVideo Interaction 
Project（VIP）17,19）があった。また，似たような
プログラムで，親と子の愛着形成の支援を目的
に，プロトコルの訓練を受けた介入者が家庭訪問
によるセッションで母子の課題遊びなどの様子を
撮影し，その録画を見ながら家庭で取り入れられ
る状況を話し合うVideo-feedback Intervention to 
promote Positive Parenting and Sensitive Discipline
（VIPP-SD）16）があった。これらの支援による成
果には，親の子どもに対する身体的処罰の大幅な
減少や母親の反応的な子育ての増加16,17），肯定的
な子育て・母子の相互作用への有意性16）といった
《養育態度の改善》や，介入群の子どもの模倣や
遊びと注意力が対照群よりも高い19），EA Scales
における肯定的な子どもの行動に有意な効果を示
す16）といった《子どもの成長発達の促進》があっ
た。
　最後に，社会経済的利益などリスクの高い家族
の子育てや家族管理の習慣を予防的に改善し，子
どもの発達を支援することを目的にした，Family 

で初めて問題として取り上げられる10），産後の
母体の回復を持たずに妊娠が続く，短期間での妊
娠9）のように健康への関心が希薄で将来を見通し
た健康行動がとれないといった『健康管理力の低
さ』に関連する支援ニーズがあった。
３）『ヘルスケアサービスへのアクセスの乏し
さ』に関連する支援ニーズ
　自己負担分が発生するために妊婦健診の受診が
困難となったり12），低所得による健康保険や不十
分な保険範囲の不足がケアの障壁となる13）ことで
受診の差し控えがある。また，WIC規則の変更に
対応することの難しさ14）や，妊婦健康診査受診券
の支給はあるが妊婦健診の自己負担分の発生によ
る受診困難12）といったことで社会資源の利用がさ
れていない。そして，妊娠，出産にあたっては，
病院受診後初めて助産制度の手続きを行うケース
が大半である15）という『ヘルスケアサービスへの
アクセスの乏しさ』に関連する支援ニーズがあっ
た。
４）『身近な支援の少なさ』に関連する支援ニー
ズ
　未婚であったり15），赤ちゃんのパパ，パート
ナーからの助けがない9），母親の両親，兄弟姉妹
などとの現在及び過去の関係による家族のサポー
トの欠如9）といった『身近な支援の少なさ』に関
連する支援ニーズがあった。
５）『養育能力の低さ』に関連する支援ニーズ
　おむつなどの育児の必要物品を用意していな
かったり9），生活の困窮状態によって親の養育態
度が変化し子どもへの身体的処罰が増加する16,17）

といった『養育能力の低さ』9）に関連する支援
ニーズがあった。

２．支援ニーズに対する支援とその成果（表3）
　支援ニーズに対する支援には，リソースにアク
セスすることで世帯の社会的リスクを緩和した
り，親に育児をフィードバックし子育ての理解を
深め，親の養育態度を改善していく4つの支援プ
ログラムが見出された。いずれの支援も『生活物
資の不足』『健康管理力の低さ』『ヘルスケア
サービスへのアクセスの乏しさ』『身近な支援の
少なさ』『養育能力の低さ』の5つの支援ニーズ
のいずれかだけへの支援ということでなく，5つ
の支援ニーズ全てに重複して対応する支援として
利用されている。
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門性が統合されず問題を未然に防ぐことにならな
い28）といった『「縦割り」スタイルにより，予防
的で包括的な支援にならない』ことや，業務の重
複がみられる場合，役割分担や責任の所在が曖昧
になる29）という『担当する中核機関が曖昧にな
る』ことによる「連携体制」があった。
　そして，連携体制の課題に対応する取り組みに
は，保健センターのチームにファミリースペシャ
リストを加え専門的な支援をカバーし，家族の生
活安定と安全の基本的ニーズを満たす18）という
《ケアチームに低所得世帯のヘルスケアに精通す
るものを加える》ことや，消費者行政推進委員会
や生活支援ネットワークの設置により，多面的な
視点による支援で，たらい回しのない迅速かつ適
切な対応とする27）といった《自治体における関係
者間のネットワーク構築》があった。
３）支援者の資質
　支援者の資質の課題には，福祉事務所の社会福
祉主事の専門性が担保されていない30），福祉事務
所の安易な事務処理などワーカーや組織によって
媒介される専門性の欠如，官僚制の問題がある31）

といった『福祉事務所の専門性の欠如，官僚制に
より，地域住民のニーズ対応が出来ていない』こ
とや，保健師の低所得世帯の健康課題への認識が
支援に関連している11），保健師の福祉分野に対す
る連携には業務遂行能力による個人差が大きい32）

といった『保健師の福祉分野との連携に，個人差
が大きい』ことがあった。
　そして，支援者の資質の課題に対応する取り組み
には，世帯に問題が発生した場合には追加のサービ
スを調整できるよう家庭内暴力やネグレクトに対す
る標準的な訓練を受ける17,19），支援プログラムの介
入プロトコルについて広く訓練される16），ペアレ
ントコンサルタントとして2.5〜3か月間訓練され
る20），低所得の家族と重要なユーティリティサー
ビスを結ぶヘルスケアスタッフであるファミリー
スペシャリストとしての訓練と教育を受ける18）と
いった《乳幼児を持つ低所得世帯のヘルスニーズ
に対応する支援者としての訓練》があった。

Ⅴ．考察
１．乳幼児を持つ低所得世帯が抱える支援ニーズ
に影響している背景
　乳幼児を持つ低所得世帯の支援ニーズには，
『生活物資の不足』『健康管理力の低さ』『ヘル

Check-Up（FCU）20）があった。ペアレントコン
サルタントとして訓練された介入者が，家庭訪問
によって親のうつ病，子どもの問題行動，子育て
のスキル，親の関係などの包括的な家族評価を行
い，家族のニーズを特定し，フィードバックセッ
ションで，家族のニーズと目標について話し合
う。この支援では，子どものかんしゃくや多動と
いった問題行動に対する介入の効果がみられ20），
《子どもの成長発達の促進》が示された。

３．支援体制の課題及び課題に対応する取り組み
（表4）
　日本における支援体制の課題として，「支援対
象の把握」「連携体制」「支援者の資質」が確認
された。これらの整理された課題に対応する取り
組みが示されていた国内外の知見を併せて記述す
る。
１）支援対象の把握
　支援体制の課題には，福祉サービスのように対
象を特定しきれず，潜在的ニーズを抱えている人
を発見し支援できない21-23）という『潜在的ニーズ
を持つ支援対象を把握しにくい』ことによる「支
援対象の把握」があった。
　そして，支援者の把握の課題に対応する取り組
みには，低所得世帯を利用対象とする公立病院
へアプローチする17,19），メディケイドなどのクリ
ニック，WICクリニックに介入する8,18），低所得
世帯を中心に活動する保健・社会奉仕機関との接
触を通じて介入する16）といった《低所得世帯の利
用が想定される機関に積極的に関わる》ことや，
WIC利用者に介入する20），地域での支え合い活
動と連携させた巡回相談によるアクセスしやすい
相談を実施する24），市独自の0～19歳の子ども・
若者とその家族を対象とした総合的な貧困予防対
策を，全国的に展開される0歳から5歳までのSure 
Start，5歳から13歳までのChildren’s Fundに組み
合わせる23）といった《既存の事業に組み合わせ
る》ことがあった。
２）連携体制
　関係者間の連携及び部署間の連携の課題には，
制度に係る対象者ごとに支援されて所管以外は担
当部署に振る「縦割り」スタイルとなる25,26），現
場職員が個々に対応の仕方を模索している27），
ケース引き継ぎが不十分で支援プロセスが把握で
きず対処的になる26），関わる部署で区切られて専
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となって虐待リスクが高まったり，社会資源への
アクセスが遮断されて健康管理に影響が生じてい
る。そのため，単独で支援ニーズをみるのではな
く，顕在している支援ニーズの裏に潜在している
他の支援ニーズがないかをアセスメントしていく
必要があり，養育問題の背景に低所得世帯が抱え
ているこれらの支援ニーズがないかを積極的に把
握することが必要である。

２．乳幼児を持つ低所得世帯に必要な支援
　支援ニーズに対する支援には，親に育児を
フィードバックすることで子育ての理解を深め，
親の養育態度を改善していく支援や，リソースに
アクセスすることで世帯の社会的リスクを緩和し
ていく支援があった。
　乳児期など早期から母子相互作用が良好で母親
の精神的健康が良好であることは，子どもの発達
を促進させる45）。一方で，子ども時代のトラウマ
は，子どもの感情的・行動的・認知的・社会的そ
して身体的機能だけでなく，脳の発達と機能にも
悪影響を与える46）。そのため，親に育児をフィー
ドバックすることで子育ての理解を深め，親の養
育態度を改善していく支援によって，子どもの健
やかな成長発達及び社会性を確実なものにしてい
くことが必要である。また，妊娠期から乳幼児期
にわたる定期的な家庭訪問によるケアサービスを
提供することで，子どもが思春期になるまで母親
の不適切な養育に対する予防効果が持続する47）と
言われていることから，介入するのであればより
早期の妊娠期から予防的介入をすることが重要と
考える。
　低所得などの経済的困窮が，世帯と社会との関係
を希薄にさせ社会参加を縮小させる反面，社会的孤
立が経済的困窮を招くという悪循環がある48）。こ
の悪循環がリソースへのアクセスを制限し，養育
状態を悪化させるリスクを高めていると考えられ
た。育児の安寧は，人的サポートと社会的リソー
スの2つが合わさって効果として示されるもので
あり49），そして，行政サービスや福祉制度申請に
進みやすいのは，地域・人と良好な関係を築ける
人である42）。リソースにアクセスすることで世帯
の社会的リスクを緩和していく支援においては，
家族や親族，頼ることのできる友人にも働きかけ
てサポート源の広がりを意図したネットワークづ
くりに努めること50）で，サービスを受けられるよ

スケアサービスへのアクセスの乏しさ』『身近な
支援の少なさ』『養育能力の低さ』に関連する支
援ニーズがあった。
　子ども時代の貧困が次の世代へと引き継がれる
貧困の連鎖が言われており5,33,34），乳幼児を持つ
低所得世帯の親自身も低所得世帯で育っている可
能性がある。社会学では，人は育った家庭でもの
ごしや話し方などを身につけ，親からの伝承によ
り文化資本を獲得すると言われており33），子ども
時代に獲得した文化的資本が多ければ多いほど，
成人後の正統的な文化的活動へとむかう35）。子ど
も時代に低所得世帯で過ごした文化的資本の乏し
さといった不利が，成長し親になってからも持続
し，健康リテラシーレベルが低いこと36）などによ
り，『健康管理力の低さ』『養育能力の低さ』に
関連する支援ニーズを招いていると思われた。
　お金がないという問題は，基本的な生活基盤で
ある衣食住などさまざまな局面に関係しているた
め34），『生活物資の不足』に関連した支援ニーズ
を生じさせる。家計が圧迫していることで，乳児
にミルクを十分与えられず体重増加不良となって
しまったり37），食の質や量を落として食費を切り
詰めることで，炭水化物が多く，たんぱく質やビ
タミン，ミネラルが少ないという劣悪な栄養摂取
状態38,39）となって子どもの発育・発達，さらには
生命にも影響する。特に乳幼児期には，ミルクや
おむつといったこの時期に特有の代替えのできな
い必要物品があることを重大に捉えなければいけ
ない。
　低所得世帯が抱える問題に，家族もなく，隣近所
も頼りにできない社会的孤立・無縁化がある40-42）。
社会的孤立のある世帯は，社会の人々や組織と多様
な関係を持てず，情報や資源など社会的支援のネッ
トワークを利用できずに，問題を抱えたまま社会
から遠ざかっている状態にあり43），利用可能な資
源に気づいていない44）といった背景が『身近な支
援の少なさ』『ヘルスケアサービスへのアクセス
の乏しさ』に関連した支援ニーズとして影響を与
えていると考えられた。
　乳幼児を持つ低所得世帯が抱える『健康管理力
の低さ』『生活物資の不足』『ヘルスケアサービ
スのアクセス』『身近な支援の少なさ』『養育能
力の低さ』に関連する支援ニーズの背景から，支
援ニーズはそれぞれ単独で存在しているのではな
く，重複しており，重複することで不適切な養育
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支援の少なさ』『養育能力の低さ』に関連する支
援ニーズが明らかになった。
　支援としては，親に育児をフィードバックし子
育ての理解を深め，親の養育態度を改善していく
ことや，リソースにアクセスすることで世帯の社
会的リスクを緩和していくことが必要であり，留
意すべき支援体制の側面としては，支援対象の把
握の体制，連携体制，支援者の資質向上の体制が
必要である。
　今後は，市町村が乳幼児を持つ低所得世帯を早
期把握するためにどのような活動をしているの
か，どのような組織内体制でどのような機関と連
携し支援しているのか，支援のために保健師はど
のような知識や技術を必要とし，どのような組織
的教育体制となっているのかを明らかにしていく
必要がある。
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表 2　乳幼児を持つ低所得世帯の支援ニーズ
著者（発表年）国名　　　　　　　　　　　　　　関連する支援ニーズに関する記載の概要（分類）
 富田ら（2014）日本 ・男性55.4％女性40.0％と男女とも喫煙者が多い（健康管理力の低さ）
 滝本ら（2014）日本 ・助産制度利用群が利用していない一般群より有意に多かった項目は，未婚（身近な支援の少なさ）
  ・妊婦健康診査受診券の支給はあるが妊婦健診に自己負担分が発生するため，すべての受診は困難

 高谷ら（2010）日本
 　（ヘルスケアサービスへのアクセスの乏しさ）

  ・病院受診後初めて助産制度の手続きを行なうケースが大半である（ヘルスケアサービスへのアク
  　セスの乏しさ）
 Canfield et al. 

・身体的処罰を科す（養育能力の低さ）
 （2015）アメリカ 
 Negrão et al. 

・母子の相互作用を悪化させる（養育能力の低さ）
 （2014）ポルトガル
 Eli et al. ・肥満は成人期の問題で，子どもでは問題にならない（健康管理力の低さ）
 （2014）アメリカ ・子どもの体重が彼らの活動や健康に影響を与えると問題になる（健康管理力の低さ）
 Vest et al. ・健康保険や不十分な保険範囲の不足の結果として，ケアの障壁が現れる（ヘルスケアサービスへの
 （2013）アメリカ 　アクセスの乏しさ）
 Bertmann et al. 

・WIC規則の変更に対応することの難しさ（ヘルスケアサービスへのアクセスの乏しさ）
 （2014）アメリカ
  ・乏しい食事（生活物資の不足）
  ・電話，家具，衣類などの不足（生活物資の不足）
  ・妊娠中と産後の喫煙タバコ（健康管理力の低さ）
 Graham et al. ・ファーストフードの環境（健康管理力の低さ）
 （2016）アメリカ ・産後に母体が回復する期間を持たずに妊娠が続く，短期間での妊娠（健康管理力の低さ）
  ・赤ちゃんのパパからの助け，パートナーからの助けなし（身近な支援の少なさ）
  ・母親の両親，兄弟姉妹，その他の家族との現在及び過去の関係による家族のサポートの欠如
  　（身近な支援の少なさ）
  ・おむつの不足（養育能力の低さ）
 Collins et al. ・健康的な食糧を得るための財政的制約（生活物資の不足）
 （2016）アメリカ ・口腔衛生に関する知識の欠如（健康管理力の低さ）
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表 3　支援ニーズに対する支援とその成果
著者（発表年）国名 支援内容（プログラム名） 成果に関する記載の概要（分類）

Canfield et al.
（2015）アメリカ

Weisleder et al.
（2016）アメリカ

McEachern et al.
（2013）アメリカ

Sege et al.
（2015）アメリカ

Negrão et al.
（2014）ポルトガル

親子遊びの様子のビデオ録画を親と介入
者が一緒に見直しながら，親の子どもへ
の理解を深め，交流を改善するための指
導を行う（VIP）
親子の遊びの様子を録画し，親と介入者
は録画を見直しながら，親が子どもへの
反応的な関わりについて振り返る
（VIP）
自宅またはオフィスで親子の行動観察な
どを行い，フィードバックセッションで
親と介護者は改善の可能性のある分野に
ついて議論する（FCU）

医療提供者，ファミリースペシャリスト
による家庭訪問により，家族が必要とす
るリソースにアクセスできるようにする
（DULCE）

家庭訪問により，録画された母子の関わ
りの様子をフィードバックし，育児行動
の改善のために見直すべき状況を話し合
う（VIPP-SD）

・親の子どもに対する身体的処罰を科す確率が大幅に低
下した（養育態度の改善）
・反応的な子育ての増加（養育態度の改善）

・介入群は子どもの模倣や遊びと注意力が対照群よりも
高い（子どもの成長発達の促進）

・子どものかんしゃくや多動といった問題行動に介入群
と対照群の間に有意差が認められた（子どもの成長発
達の促進）

・介入群は，年齢1年までに5回以上定期予防接種を受け
る可能性が高く，6か月齢までに救急部を訪れる可能性
は低かった（健康管理の改善）
・介入群は，補足栄養補助プログラム，割引電話サービ
ス，低所得ユーティリティー割引など具体的なリソー
スへのアクセスを加速した（ヘルスケアサービスのア
クセスの加速）
・肯定的な子育て，家族関係の機能に有意な効果を示し
た（養育態度の改善）
・母子の相互作用，母親の子どもへの反応性に関して有
意であった（養育態度の改善）
・EA Scalesにおける肯定的な子どもの行動に有意な効果
を示した（子どもの成長発達の促進）
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表 4　支援体制の課題及び課題に対応する取り組み
著者（発表年）国名 課題 取り組み 支援体制の課題及び課題に対応する取り組みに関する記載の概要（分類）
富田ら（2014）日本

大森ら（2016）日本

川島（2015）日本

筒井ら（2006）日本

川口（2013）日本

宮崎（2008）日本

岩永（2016）日本

衣笠（2018）日本

船水（2000）日本

吉岡（2018）日本

野田（2017）日本

西郷（2014）日本

志賀（2015）日本

Canfield et al.
（2015）アメリカ

Weisleder et al.
（2016）アメリカ

McEachern et al.
（2013）アメリカ

Sege et al.
（2015）アメリカ

Negrão et al.
（2014）ポルトガル

Collins et al.
（2016）アメリカ

〇

〇

〇

〇

〇

 〇

〇

 〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

 〇

 〇

 〇

 〇

 〇

 〇

 〇

・保健師の低所得世帯の健康課題への認識が支援に関連していた（支援者の資質）
・貧困問題のある世帯の公的制度の利用状況は十分ではない（支援対象の把握）
・市区町村福祉関係窓口や福祉事務所といった窓口すら十分に利用できていない（支援対象
の把握）
・分野別に課題を切り分け支援者が分業体制で支援を展開すること「専門性の境界による分
節化」の課題が浮かび上がる（連携体制）
・ケース「投げ込み」状況があり，支援開始以前のプロセスが把握できず対処的な支援にな
らざるをえない（連携体制）
・保健師の福祉分野に対する連携には業務遂行能力による個人差が大きい（支援者の資質）
・生活が安定しない住民の状況に税務，子育て支援，福祉など異なる担当者がばらばらに訪
問し，対応の仕方を現場職員が個々に模索したり，不合理が起きていた（連携体制）
・消費者行政推進委員会や生活支援ネットワークの設置により，多面的な視点による支援
で，たらい回しのない迅速かつ適切な対応とする（連携体制）
・対症療法でなく事前に積極的な活動を行うことが大切だが，孤立した親子へのアクセスは
難しい（支援対象の把握）
・Leeds Preventative Strategy（イギリス リーズ市）を策定し，0～19歳の子ども・若者とそ
の家族を対象とした総合的な貧困予防対策を展開，これに全国的に展開する0歳から5歳ま
でSure Start，5歳から13歳までのChildren’s Fundを組み合わせている（支援対象の把握）
・福祉事務所の安易な事務処理などワーカーや組織によって媒介される専門性の欠如，官僚
制の問題がある（支援者の資質）
・子ども支援は，子ども支援拠点，要保護児童対策調整機関，子育て世代包括支援センター
といった市町村の相談支援拠点が複数併存しており，複合的な課題を抱える事例をどの中
核機関が担当するのかが曖昧となる（連携体制）
・福祉事務所におかれる社会福祉主事を一般行政職採用職員の人事異動で確保する自治体が
多く，専門性が担保されているといい難い（支援者の資質）
・対象者ごとにあるいは疾病ごとに法令や体制を整備されていることから，行政の多くの部
署では，所管する所掌事務のみを行い，それ以外の事務は担当部署に振るという「縦割
り」スタイルを採用している（連携体制）
・対象者をこれまでの福祉サービスのように特定して選別しきれない（支援対象の把握）
・児童相談所などの「要保護・要支援系」は要支援状態の発生予防には関与しにくく，地域
子育て支援拠点などの「健全育成・子育て支援系」は虐待に対応するための知識やスキル
が弱い（連携体制）
・「要保護・要支援系」と「健全育成・子育て支援系」の関係者の間のクレバスを埋めるこ
とが課題（連携体制）
・これまで取り組んできた地域での支えあい活動である「ケアネット」と連携し，巡回相談
の機会を設け，相談場所をアクセスしやすい身近な場所にした（支援対象の把握）
・低所得世帯も利用する公立病院に介入する（支援対象の把握）
・介入者は，問題が発生した場合には親に追加のサービスを依頼できるよう家庭内暴力やネ
グレクトに対する標準的な病院の訓練を受ける（支援者の資質）
・低所得世帯も利用する公立病院に介入する（支援対象の把握）
・介入者は，幼児に関連した分野で学士号を取得しており，プロジェクトによる訓練を受け
る（支援者の資質）
・WICを利用者に介入する（支援対象の把握）
・介入者は，ペアレントコンサルタントとして2.5～3か月間訓練される（支援者の資質）
・メディケイドなど州補助計画の対象の小児プライマリケアクリニックに介入する（支援対
象の把握）
・保健センターのチームにファミリースペシャリストを加え専門的な支援をカバーし，家族
の生活安定と安全の基本的ニーズを満たす（連携体制）
・介入者は，低所得の家族と重要なユーティリティサービスを結ぶヘルスケアスタッフであ
るファミリースペシャリストとしての訓練と教育を受ける（支援者の資質）
・低所得者家族を中心に活動する保健・社会奉仕機関との接触を通じて募集する（支援対象
の把握）
・介入者は，支援プログラムの介入プロトコルについて広く訓練される（支援者の資質）

・WIC診療所に介入する（支援対象の把握）



特定行為研修研修生が認識する意思決定支援：定性的内容分析

21

――――――――――――――――――――――
自治医科大学看護学部

Ⅰ．はじめに
　我が国は，諸外国に例をみないスピードで高齢
化が進行している1）。長寿命化や長年にわたる複
雑な介入を必要とする長期慢性症状の負担の増大
といった傾向は，日本だけでなく世界的規模で生
じているが，現状の医療制度は対応できなくなり
つつある2）。
　これらの問題に対処することを目的として，
WHOは保健サービスへの資金提供，管理，提供
方法の根本的な転換を求めるIntegrated people-
centred health services（IPCHS）を採用した。
　IPCHSのフレームワークは，医療従事者のコア
コンピテンシーとしてのPerson-centrednessを強
調した，または，医療の質やプライマリケアの
重要な要素としてのPeople-centred health careの
ためのフレームワークとなっている3）。つまり，
IPCHSを実践するためには，ケアに参加し意思決
定できるよう，医療従事者がケア対象者に対し教
育・サポートする必要がある。
　このように，医学的意思決定に対象者を巻き込
むことは，倫理的義務であり，現代医学の目標
と考えられている4）。医学的意思決定において，

複数の選択が利用可能な場合，診断，治療また
はフォローアップについて決定するプロセスに
対象者を関与させるためのモデルとしてShared 
Decision Making（以下，SDM）がある。
　高度実践看護師教育においては，協働的意思決
定を含む卓越した看護実践能力5）を獲得するため
の教育プログラムが看護系大学院教育（修士課
程）で提供されている6）。
　特定行為研修は，研修機関によって6カ月から
24カ月と研修期間に幅があり，研修期間が24カ月
の指定研修期間は約1割である7）。研修生の多く
は，特定行為に関する部分という限定付きではあ
るが，高度実践看護師教育よりも短い期間で卓越
した看護実践能力を身につけなければならないこ
とから，高度実践看護師教育と同様の教育プログ
ラムの使用は困難である。また，卓越した看護実
践能力の中でもSDMスキルは侵襲性の高い特定行
為を提供する際に欠かせないスキルであることか
ら，特定行為研修でSDMスキルが習得可能となる
体系的な教育プログラムの構築が早急に求められ
る。
　SDMという用語は，20世紀最後の十数年間で盛
んに議論されるようになった用語である8）。辻9）

は，SDMという概念がどのように使われているの

目的：特定行為研修研修生（以下，研修生）が認識する意思決定支援ついて明らか
にし，研修生に必要となるShared Decision Makingの教育内容について考察する。
方法：研修生が認識する意思支援支援についての記述内容を対象に，定性的内容分
析を行った。
結果：意思支援支援100場面から150コードが抽出された。意思決定支援は13のカテ
ゴリーに分類された。
結論：13のカテゴリーは，体系立てて行われたSDMではなく，意思決定プロセスに
焦点を当てたサポートでもなかったことから，SDMの基本的な概念から教育内容に
含める必要がある。

キーワード：特定行為に係る看護師の研修，意思決定支援，
　　　　　　Shared Decision Making，患者中心のケア，定性的内容分析

特定行為研修研修生が認識する意思決定支援：定性的内容分析

関山友子，鈴木美津枝，村上礼子

資　料
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　質的内容分析の手法11）を参考に研究者1名で以
下の手順で分析した。この手法は定性的内容分析
の手順が明確に示されており，Krippendorffの内
容分析の考えをもとにしている12）。この手順で意
思決定支援について分析した。
（１）記録物に何が語られているか，およびどの
ような意思決定場面なのかに留意しながら記録物
を繰り返し読み返し，詳細な意味と全体の意味内
容を把握した。
（２）記録物を読みながら意思決定として実施し
たことについて語られている部分を見つけ，1つ
の意味内容を含む1つの文脈を意味単位として抽
出した。
（３）抽出した意味単位を，記録物の本来の意味
を損なわないよう要約し，コードを作成した。
コードは意味単位を一言で表現できるような言葉
で表した。一言で表現すると記録物の意味が損な
われてしまう場合は，状況が分かるような説明を
追加した。要約においては，記録物で用いられて
いる言葉を可能な限り用いるよう配慮した。
（４）コードの相違性と類似性に基づいて比較
し，類似性のあるコードをまとめてサブカテゴ
リーとした。
（５）同様の手順で抽象度を上げカテゴリーを作
成した。
５）客観性，妥当性の確保
　複数の間で意見が一致している程度である客観
性13）については，データの一部分を用いて，抽出
した文脈がどのコードに該当するのかについて，
著者3名の一致率を算出した。一致しなかった箇所
は協議のうえ合意を得た。また，データから得られ
るべき分析結果が得られている程度である分析の
妥当性14）については，分析手続きを明確に示すこ
とで，分析結果に対する「分析者による省察可能
性」と「読者による反証可能性」を保証した15）。
　測りたいものが測れている度合いである測定の
妥当性16）については，記載者を特定できないので
確認できなかった。
６）倫理的配慮
　特定行為研修受講開始前のオリエンテーション
時に，研修中の学習物については，研修プログラ
ムの質の向上のため，研究で用いる旨，説明書を
用いて伝えた。さらにこの趣旨に同意した研修生
からは，同意書への署名による同意を取得した。
対象にしたデータは，記載者が特定できないよう

かを検討するため，複数の検索システムを使用
し，”Shared Decision Making””意思決定””意志決
定”等をキーワードとして検索し，最終的に12件の
和文献を含む53件の論文を分析した結果，SDMの
定義を明確に述べている論文はなかったと述べて
いる。
　研修生が認識するSDMと教育プログラムが定義
するSDMが異なると，研修生のSDMスキル習得
に影響を及ぼしかねないため，まずはプログラム
対象者が意思決定または意思決定支援をどのよう
に捉えているのかについて把握する必要があるこ
とから，本研究では，特定行為研修研修生が認識
する意思決定支援について明らかにし，特定行為
研修研修生に必要となるSDMの教育内容について
考察する。

Ⅱ．研究方法
１）研究デザイン
　記録物のデータは如何様にも解釈できてしまう
ため，データから離れすぎないよう質的記述的研
究デザイン10）とした。 
２）対象
　2018年10月1日～2019年8月31日までに特定行為
研修共通科目における意思決定支援の学習課題と
して電子媒体で提出された記録物である。記録物
は42文字から910文字で平均263文字である。
３）データ収集
　意思決定支援の学習に入る前に「意思決定を支
援する際に困った場面／うまくいかなかったと感
じた状況について」および「うまくいったと思え
る意思決定支援」について自由記述で回答を求め
た。
　本研究で対象とした，特定行為共通科目におけ
る意思決定支援の学習プログラムは，研修生が現
在行っている意思決定支援を改善していくために
はどうしたらよいかを具体的に考えられるように
するために以下の3段階のステップを組み込んで
いる。すなわち，①学習前に研修生が認識する意
思決定支援を想起してもらう，②意思決定支援に
ついて学習する，③学習前に想起した意思決定支
援の内容について再度想起し，現在行っている意
思決定支援の改善策について考えられることを記
述でまとめる，である。今回は，①の回答を用い
た。
４）分析方法
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納得できるような情報提供】は〈患者の納得，理
解を目指した説明〉〈事前の情報提供〉〈質問を受
けた時，情報の提供〉〈介護スキルの提供〉など
の10のサブカテゴリーから抽出された。
　これらのカテゴリーは，患者に直接かかわりな
がら実施されていた。

２．患者以外の意思決定支援
　患者以外の意思決定支援には，【代理意思決定
者への意思決定支援】【家族への意思決定支援】
【多職種との連携】の3カテゴリーが該当した。
　【代理意思決定者への意思決定支援】は，〈理解
の確認〉〈選択肢の提示〉〈傾聴する〉〈代理意思決
定者への説明〉〈医療者と家族との話し合いを実
施〉の5つのサブカテゴリーから構成された。代
理意思決定支援は，意思決定が困難である患者の
家族が意思決定する際に行われていた。
　【家族への意思決定支援】は，〈話す（相談す
る）機会の提供〉〈家族への報告連絡相談〉〈家族
の思い，意向，価値観の確認〉〈本人抜きの話し
合いの場の設置〉〈家族と共に検討〉〈家族への説
明，情報提供〉〈家族の思いの受け止め〉〈傾聴す
る〉〈思考の整理〉〈時間の確保〉〈患者の近くでの
説明〉〈患者の気持ちの理解の促し〉〈家族間の合
意形成の促し〉の13サブカテゴリーから構成され
た。これらの支援は，患者の意思が確認できる状
況で行われていた。
　【多職種との連携】は，〈医師との連携〉〈看護
師が説明可能な内容を説明〉〈他職種と連携〉の3
つのサブカテゴリーから構成された。これらの連
携は，患者が含まれていない連携であった。

Ⅳ．考察
１．SDMプロセスに該当する支援
　臨床環境でSDMを評価するために利用できる
いくつかの尺度がある18）。最も頻繁に使用される
尺度の一つに，9項目からなるThe 9-item Shared 
Decision Making Questionnaire（SDM-Q-9）が
ある。この尺度は，数十か国の言語に翻訳されて
おり19），日本語版もある。この尺度は，Kriston
らのSDMの9ステップ20）21）をもとに作成されてい
る。9ステップとは，①意思決定の必要性を認識
する②意思決定の過程において，両者が対等な
パートナーと認識する③可能なすべての選択肢を
同等のものとして述べる④選択肢のメリット・デ

にした。本研究は，A大学臨床研究等倫理審査委
員会の承認を得て実施した（臨大16-091号）。

Ⅲ．研究結果
　研修生が認識する意思決定場面は104場面あっ
た。うち，2場面は小児病棟であったためという
理由で意思決定支援を経験していなかった。ま
た，2場面は意思決定支援について具体的な記載
がなかったため，これら4場面については除外
し，100場面を対象とした。
　分析の結果，コーダー間の一致率は77％であっ
た。Schreierの文献を引用した乙幡17）の文献か
ら，信頼性有と判断した。
　100場面から150コードが抽出された。研修生が
認識する意思決定支援は13のカテゴリーに分類さ
れた。これらのカテゴリーは，患者への意思決定
支援とそれ以外の支援に大別できた（表1, 表2）。
　以下，カテゴリーを【　】，サブカテゴリーを
〈　〉で表記した。

１．患者への意思決定支援
　【患者の思いの確認】【理解の確認】【選択肢の
追加】【患者と共に検討】【患者，家族，医療者と
共に検討】【時間の確保】【感情が不安定な患者へ
の支援】【エンパワメント】【意思決定支援ツール
の使用】【患者が十分理解し納得できるような情
報提供】の10カテゴリーから構成された。
　【患者の思いの確認】は〈患者の希望，価値
観，思いの確認〉〈患者の悩みや不安の確認〉の
2サブカテゴリー，【理解の確認】は〈医師の説明
の理解の確認〉などの２つのサブカテゴリーから，
【選択肢の追加】は〈実践可能な選択肢の提案〉
〈患者が選択肢として認識していない選択肢に関
する体験／見学を実施する〉のサブカテゴリー，
【エンパワメント】は〈励ます〉から，【患者と
共に検討】は〈何を一番大切にするか共に検討〉
などの4サブカテゴリーから，【患者，家族，医療
者と共に検討】は，〈患者，家族，医療者と共に確
認〉〈患者，家族との話し合いを実施〉などの3つ
のサブカテゴリーから抽出された。また，【時間の
確保】は〈時間をかけて説明した〉〈早急な意思
決定を求めない〉などの4カテゴリーから，【感情
が不安定な患者への支援】は〈気持ちの整理への
支援〉〈繰り返しの傾聴を実施〉といった6カテ
ゴリーから抽出された。また，【患者が十分理解し
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分理解し納得できるような情報提供】の2つのカ
テゴリーは，看護師として，人を対象とする専門
職として基本的な支援である。これらの支援は，
上記の9ステップには該当しないが，実施するこ
とが当たり前の支援であり，これらのことが実践
されなければSDMもうまくはいかないと考えられ
ることから，SDMの前提条件であると考える。
　また，SDMは，すべての選択肢についてのメ
リット・デメリットについて熟考したり，選択肢
の優先順位を比較したり，医療者と患者が合意で
きる選択を行うために話し合ったりと，即断する
ことはない。そのほうがより合理的な行動を選択
することができ23），満足度の高い決定につながる
24）と考えられているからである。このことから，
【時間の確保】はSDMを行う上で必要な支援の一
つであると考えられる。先行研究においてもSDM
の重要な要素である価値観の明確化に，「決断す
る時間を提供する」というプロセスを含めている
論文もある25）ことから，【時間の確保】はSDMに
とって重要な前提条件であると考える。
　さらに，医療的場面の意思決定は決定後の人生
を左右することもあり，その人にとって重大な決
定であることが少なくないことから，看護師は，
患者が不安や怒りといった感情が不安定な状態に
ある時や，強いストレス下にある状態の時に意思
決定を促さなければならないこともある。【感情
が不安定な患者への支援】は，冷静な患者，家族
の支援よりも困難であることは容易に想像でき
る。人の意思は変わるものであり，冷静な状態の
時に決定したことでも，状況が変化すれば，別の
選択肢を選択することがある。当然，冷静でない
ときに決定したことと，冷静なときに決定したこ
ととは異なる可能性が考えられる。SDMは患者の
価値と好みを考慮に入れた，患者と医師の対話を
通じて行われる26）。対話は冷静であることが暗黙
の前提とされていることから27～29），【感情が不安
定な患者への支援】はSDMを行う上で必要な支援
であると考える。

３．SDMを応用した支援
　SDMを応用した支援として，【患者，家族，医
療者と共に考える】【代理意思決定者への意思決
定支援】【家族への意思決定支援】【多職種との連
携】の4カテゴリーが該当すると考える。
　【患者，家族，医療者と共に考える】につい

メリットの情報を交換する⑤医療者が患者の理解
と期待を吟味する⑥意向・希望を提示する⑦選択
肢と合意に向けて話し合う⑧意思決定を共有する
⑨共有した意思決定のアウトカムを評価する時期
を相談するである。
　今回見出された看護支援をこの9ステップに当
てはめてみると，③に該当するのが【選択肢の追
加】，⑤に該当するのが【理解の確認】，⑥に該当
するのが【患者の思いの確認】，⑧に該当するのが
【患者と共に検討】の4カテゴリーが当てはまると
考えらえる。【意思決定支援ツールの使用】は9ス
テップすべてに用いることができ，SDMプロセス
を改善することが示唆されている22）。
　厳密にいえば，これらの支援は，SDMのプロセ
スとして行われていたというよりは，単独のケア
として実施されていたことから，研修生はSDMの
プロセスを意識しながら，これらの実践ができる
ようになるための知識やスキルを身につける必要
があると考える。
　9ステップのうち，4ステップについては【意思
決定支援ツールの使用】以外のカテゴリーは該当
しなかった。これら4つについては，記述を対象
とした研究の限界でもあるが，実際に実践してい
るにもかかわらず，記述されなかった可能性があ
る。しかし，意思決定支援についての記述である
ことは理解して記述していると思われるので，実
際に実践しているにもかかわらず記述されなかっ
た支援については，意思決定支援において重要と
判断されなかった，または意思決定支援とは考え
られていなかったために記述されなかった，また
は記述が不明確だったと考えられる。
　専門職が行う行為が偶然実践できたとしても，
それはエビデンスに基づいた実践（EBM）とは呼
べないため，専門職の行為には当てはまらないと
考えられることから，これらのステップがなぜ必
要なのか，どう行えばいいかについての教育が必
要になると考える。

２．SDMを行う上で必要となる支援
　SDMを行う上で必要となる支援として，【エン
パワメント】【患者が十分理解し納得できるよう
な情報提供】【時間の確保】【感情が不安定な患者
への支援】の4カテゴリーが該当すると考えられ
る。
　患者への支援の【エンパワメント】【患者が十
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話が成り立つよう間に入ったりしながら，患者が
納得できる意思決定につなげていく必要がある。
中には，家族の思いを知ることで，意思が変わる
患者もいるが，それは本当に患者が望むことなの
か，後で後悔しない決定なのかについて患者と何
度も確認することがSDMにとって重要になる。
　このように，家族を含めることで，患者と行う
SDMより複雑な支援になる。SDMの目的は，あ
くまでも患者の意思決定である。家族への支援
は，患者の意思決定に必要だから行うという意識
を持ち続けられるよう，研修生は確実にSDMの知
識やスキルを身につける必要がある。
　【多職種との連携】は，患者の意向に沿った支
援を実践するために必要不可欠であることから，
関係する他職種と意思決定プロセスを共有してい
くことは重要である。しかし，代理意思決定者へ
の支援や，家族への支援と同様に，患者の意向が
置き去りのまま多職種と連携することは，患者中
心のケアにはならないということを研修生は理解
しなければならない。

４．教育内容の検討
　以上のことから，研修生は，SDMスキルを身に
つけるまえに，SDMの基本的知識を学ぶ必要があ
ることが考えらえた。基本的知識の中でも以下の
２つの知識について理解することが重要であると
考える。
１）プロセスとしてのSDMを理解する
　SDMの9ステップのうち5ステップは行われて
いたが，単発の支援となっていた。後悔のないま
たは少ない意思決定を患者に行ってもらうために
は，継続して患者を支援する必要がある。
　加えて，一時点の支援SDMプロセスをふまえて
意思決定したとしても，状況，状態の変化や新し
い知識などによって意思は変化するため38），意思
決定したとしても，決定した内容について適宜確
認することが重要である。これは9ステップの最
後のステップでもある。このことは，終末期医療
における事前指示においても課題とされており，
有田39）は，事前指示で表明された意向がいつのも
ので，現在の意向は本心かどうか等について議論
が必要であると指摘している。これはSDMにも言
えることである。
　また，SDMのプロセスには，選択肢に関連する
メリット・デメリット両方の話し合いが含まれる

ては，SDMの中でも，多職種連携におけるSDM
（IPSDM30））の考えに当てはまる。IPSDMのメ
リットとしては，認知障害のある高齢者への介護
者の関与が増加したことが示唆されている31）他に
も，SDMが困難となる理由や原因はわかっている
が，どうしたらよいか分からない状況の時などに
多職種で共有，相談し，模索しながらSDMを進め
ていくことができる32）点が挙げられる。また，意
思決定の段階から患者と関係者との関係が築ける
ので，患者の安心につながるということや，患者
が意思決定できなくなった際に多職種は患者の思
いを推測しやすくなり，患者の思いを尊重したケ
アを最後まで継続することができると考える。
　IPSDMにおいても，基本はSDMの考え方やス
キルである33）ため，IPSDM を実践するために
は，SDMについて熟知し実践できるまでにスキル
を向上させることが必要不可欠であると考える。
　【代理意思決定者への意思決定支援】【家族へ
の意思決定支援】は，SDMの知識があいまいな
状態で実践すると，患者を置き去りにしたケアに
なってしまう恐れがある。
　「人生の最終段階における医療・ケアの決定プ
ロセスにおけるガイドライン34）」や，「救急・集
中治療における終末期医療に関するガイドライン 
～3学会からの提言～35）」には，意思決定支援の
原則が示されており，これらに共通することの一
つに，患者本人の意思（家族の意思ではなく）を
尊重すると明記されていることから，代理意思決
定者は，代理となる患者の意思を酌んで意思決定
を行う必要がある。患者が意思決定できない場合
においても患者の治療やケアについては患者の意
思を尊重する姿勢が求められている。代理意思決
定者は，限られた時間の中で，過度のストレス状
態のまま意思決定を行わなければならない場合も
あるため，高度な支援が求められることが想定さ
れる。代理意思決定者への支援は，まずは特定行
為研修を修了した看護師（以下，修了看護師）が
患者中心のケアのスキルであるSDMのスキルを身
につけたうえで，代理意思決定者への支援を行う
ことで，患者の意思を尊重した代理意思決定者へ
の支援が可能になると考える。
　また，【家族への意思決定支援】において，患
者と家族，双方の意思を尊重することは難しいこ
とではある36）37）が，修了看護師は折り合いをつけ
られそうな選択肢を提案したり，患者と家族の対
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るようになるためにはどうしたらよいのかを自ら
考え，再度実践するといったことを繰り返しなが
ら，SDMのスキルを自分のものにしていくという
ことが研修終了後も必要になるということを研修
生に理解してもらえるような教育カリキュラムに
なるよう，特定行為研修の講義担当者は講義内容
を工夫していく必要があると考える。
　また，特定行為研修は大学院で行われる高度実
践看護師教育よりも短い期間で実施されることか
ら，対象者の学習レベルに合わせ，研修で学ぶ必
要がある内容を絞り込むことで研修生の負担を最
小限にしつつ，SDMスキルを身につけていくこと
ができると考える。

Ⅴ．結論
　特定行為研修研修生が認識する意思決定支援
100場面から13のカテゴリーが抽出され，患者へ
の意思決定支援とそれ以外の意思決定支援に大別
された。
　これらのカテゴリーは，体系立てて行われた
SDMではなく，意思決定プロセスに焦点を当てた
サポートでもなかったことから，研修生はSDMス
キルよりもまずはSDMの基本的な概念の理解が必
要であることが考察された。
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表1　研修生が認識する患者の意思決定支援
カテゴリー

患者の思いの
確認

理解の確認

選択肢の追加

患者と共に検討

患者，家族，
医療者と共に
検討

時間の確保

意思決定支援
ツールの使用
エンパワメント

感情が不安定な
患者への支援

サブカテゴリー コード（57）
患者の希望を時間をかけて確認した 
事前に患者の思いや価値観を把握しておいた
今後の生活の希望や人生の価値観を聴いた
患者が何を大切にしているかを確認した
医師の病状説明の後に，説明に対しての思いを確認した
患者の悩んでいる内容を整理した
術前IC後，患者に手術についての不安を確認した 
ICの理解度を確認した 
ICの後は必ず疑問や意見がないか聞いた
医師からの説明を患者が理解できたかを確認した
緊急手術が必要と判断された患者が緊急手術を受けると意思決定したので，患者の体のど
こが悪いのか，手術や予後に対して十分な理解をしているか確認した
家族内で話し合うことを提案した
予約日より前に再診し，医師に相談することを提案した
選択できるすべてを提案した
自信をつけてから退院をきめてはどうか助言した
すぐに退院を決めなくてもよいのではないかと提案した
NPPVに慣れるまで夜間看護師が時々マスクを外し休憩を入れてあげた
実際に使用する物品（気管カニューレ）を見せた
寒さよりも清拭による爽快感や気持ちよさを感じてもらえるような関りをした
「転院先の病院は死ぬ人がいて老いる人がいるから嫌だ」と拒否する患者に候補の療養施
設の見学を提案した
外来と連携し，今後気管切開を受ける患者・家族と気管切開を受けている患児とその家族
との面談の機会を設けた
治療の選択肢，治療による利点と欠点，治療しないことでの身体への影響，退院後の生命
予後や社会復帰についてを共に考えた
自宅や病院，施設などでの支援体制やマイナス面やプラス面について共に検討した
呼吸器装着や療養場所など様々なことを一緒に考えた
患者の訴えに対して共に考える姿勢で関わった
ダメな場合の合図を一緒に決めた
患者と共に痛みの評価を行った
本人が何を一番大切にするのかを一緒に考え思考を整理した
本人，家族，医師と共に今までの治療経過と，今後治療を継続した場合の余命，病状，継
続しなかった時の出現する症状，余命について確認した
医師，看護師，患者，家族と話し合い患者の希望する治療を選択した
1週間で退院したいと希望する患者について，担当医，麻酔科医，看護師，患者，家族と治
療方針や合併症などを話し合った
患者は自宅退院を希望し，娘は転院を希望するので，患者，家族，医療者で何度も話し
合った
医師と家族で再度話し合いを行った
患者のベットサイドで患者を含めて医師と共にICを進めた 
今後の病状についての話を患者や家族と共に話す
再度本人・家族を含めた話し合いの場を設けた
患者と家族，医師，看護師で話し合いの場を設けた
癌の患者は治療を拒否し，家族は治療を希望していたので，患者・家族・医師を含めた話
し合いを設けた
移植をしたくないという患者の訴えを時間をとって傾聴した
「転院先の病院は死ぬ人がいて老いる人がいるから嫌だ」と拒否する患者に，考える時間
を設けた
患者が納得できるよう必要な時間の提供をした
時間を置いて再度伝えた
時間をかけて今後心身に起こりうることを伝えた
時間をかけ説明した
ゆっくり考えてもらえるよう調整した
早急に意思決定を求めなかった
すぐに退院を決めなくてもよいのではないかと提案した

意思決定をサポートする記述式のツールを使用した

NPPVに慣れるまで夜間看護師がなるべくその場に滞在し励ました
（意思決定できずにいる）患者の訴えを傾聴した
救急搬送の患者の言葉に傾聴共感でかかわった
尿管カテーテルを留置する事に不安のある患者に時間を置いて傾聴を繰り返した
気持ちの整理ができるよう援助した
手術を拒否する言動が聞かれた患者の訴えをしっかりと受け止めた
移植をしたくないという患者の訴えを傾聴した
医療者や家族が自分に隠し事をしていると悟りイライラしていた，告知されていない患者
の思いを傾聴した
治療が必要にもかかわらず，医師・看護師・家族の言葉に耳を傾けず，帰宅を希望する救
急搬送患者の意思を尊重し，帰宅の方針となった

患者の希望，価値観，思いの確
認

患者の悩みや不安の確認

医師の説明の理解の確認

身体への影響や治療，予後につ
いての理解の確認

実践可能な選択肢の提案

患者が選択肢として認識してい
ない選択肢に関する体験／見学
を実施する

様々なことを一緒に検討

限界の合図について一緒に検討
痛みの評価を共に実施
何を一番大切にするか共に検討

患者，家族，医療者と共に確認

患者，家族との話し合いを実施

患者，家族，医療者との話し合
いの場の設置

患者が納得できるよう時間を設
けた

時間をかけて説明した

ゆっくり考えてもらえるよう調整

早急な意思決定を求めない

記述式の意思決定支援ツールの
使用
励ます

傾聴する

繰り返しの傾聴を実施
気持ちの整理への支援
治療を拒否する患者の訴えを傾
聴
告知されていない患者の思いを
傾聴

救急搬送患者の意思決定を尊重

表1　研修生が認識する患者の意思決定支援（つづき）
カテゴリー

患者が十分理解
し納得できるよ
うな情報提供

サブカテゴリー コード（34）
患者が納得できる説明を提供した
説明不足の点に関して，患者が理解できる言葉で説明し補足した
あらかじめ情報提供していた
適宜質問がありその都度情報提供をした
相談を受け治療の選択肢について話をした
便が漏れるというため，現在使用しているストーマ装具から別のストーマ装具に変更する
のも一つと話した
患者を家に連れて帰りたい家族に対し褥瘡の処置やおむつ交換等の練習を行った
ストーマについて事前にイメージさせた
イメージがつくように本を見たり，図を描いたりして説明した
ストーマについて具体的にイメージできるような情報提供を行った
パンフレットを用いてCVポート挿入の利点，合併症を説明した
疾患や治療について精神的に受け入れができていない時や説明内容を理解する能力が乏し
い時，説明資料などをわかりやすく工夫した
ケアの必要性の説明を興味や関心がありそうな会話を交えながら行う
危険性について丁寧に説明した
病識に対する知識や育児に対して指導してもあまりよく聞いてくれない
うまく症状コントロールできている患者の例やその機械をつけることで病状がどれほど改
善できるかについて何度も説明した
緩和療法の利点やQOL向上について繰り返し説明した
患者の病識の無い救急搬送患者や，疾患の状態で自宅で過ごしたいという救急搬送された
患者には，検査・入院・治療などの必要性についてその都度説明した
患者は自分の悪い部分も手術に対する事もほとんど理解されていなかったので再度説明を
した
患者のそばで説明した
隣に座り，検査について具体的に説明した
なぜストーマ装具を変えなければいけないのか，理解してもらえるよう説明した
親だけでなく，患児にも病状と治療の選択について説明した
今後心身に起こりうることを伝えた
利用できる情報を提供した
提案に対してできるサポートを説明した
服薬中断による結核再発の恐れについて説明した
検査のメリット（安心）について説明した
ギプス固定で完治するまでの期間について情報提供した
治療をやるやらないについて選択できる情報を伝えた
治療の説明を行った
在宅サービスの導入についても話（情報提供）をした
胃食道逆流を起こす患者に，腸ろうについて説明した
治療が必要にもかかわらず，医師・看護師・家族の言葉に耳を傾けず，帰宅の方針となっ
た救急搬送患者に現状と今後について話した

患者の納得，理解を目指した説
明
事前の情報提供

質問を受けた時，情報の提供

介護スキルの提供

イメージできるような情報の提
供

説明の仕方の工夫

複数回の説明

患者の近くでの説明

理解してもらえるような工夫

患者への説明
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表1　研修生が認識する患者の意思決定支援
カテゴリー

患者の思いの
確認

理解の確認

選択肢の追加

患者と共に検討

患者，家族，
医療者と共に
検討

時間の確保

意思決定支援
ツールの使用
エンパワメント

感情が不安定な
患者への支援

サブカテゴリー コード（57）
患者の希望を時間をかけて確認した 
事前に患者の思いや価値観を把握しておいた
今後の生活の希望や人生の価値観を聴いた
患者が何を大切にしているかを確認した
医師の病状説明の後に，説明に対しての思いを確認した
患者の悩んでいる内容を整理した
術前IC後，患者に手術についての不安を確認した 
ICの理解度を確認した 
ICの後は必ず疑問や意見がないか聞いた
医師からの説明を患者が理解できたかを確認した
緊急手術が必要と判断された患者が緊急手術を受けると意思決定したので，患者の体のど
こが悪いのか，手術や予後に対して十分な理解をしているか確認した
家族内で話し合うことを提案した
予約日より前に再診し，医師に相談することを提案した
選択できるすべてを提案した
自信をつけてから退院をきめてはどうか助言した
すぐに退院を決めなくてもよいのではないかと提案した
NPPVに慣れるまで夜間看護師が時々マスクを外し休憩を入れてあげた
実際に使用する物品（気管カニューレ）を見せた
寒さよりも清拭による爽快感や気持ちよさを感じてもらえるような関りをした
「転院先の病院は死ぬ人がいて老いる人がいるから嫌だ」と拒否する患者に候補の療養施
設の見学を提案した
外来と連携し，今後気管切開を受ける患者・家族と気管切開を受けている患児とその家族
との面談の機会を設けた
治療の選択肢，治療による利点と欠点，治療しないことでの身体への影響，退院後の生命
予後や社会復帰についてを共に考えた
自宅や病院，施設などでの支援体制やマイナス面やプラス面について共に検討した
呼吸器装着や療養場所など様々なことを一緒に考えた
患者の訴えに対して共に考える姿勢で関わった
ダメな場合の合図を一緒に決めた
患者と共に痛みの評価を行った
本人が何を一番大切にするのかを一緒に考え思考を整理した
本人，家族，医師と共に今までの治療経過と，今後治療を継続した場合の余命，病状，継
続しなかった時の出現する症状，余命について確認した
医師，看護師，患者，家族と話し合い患者の希望する治療を選択した
1週間で退院したいと希望する患者について，担当医，麻酔科医，看護師，患者，家族と治
療方針や合併症などを話し合った
患者は自宅退院を希望し，娘は転院を希望するので，患者，家族，医療者で何度も話し
合った
医師と家族で再度話し合いを行った
患者のベットサイドで患者を含めて医師と共にICを進めた 
今後の病状についての話を患者や家族と共に話す
再度本人・家族を含めた話し合いの場を設けた
患者と家族，医師，看護師で話し合いの場を設けた
癌の患者は治療を拒否し，家族は治療を希望していたので，患者・家族・医師を含めた話
し合いを設けた
移植をしたくないという患者の訴えを時間をとって傾聴した
「転院先の病院は死ぬ人がいて老いる人がいるから嫌だ」と拒否する患者に，考える時間
を設けた
患者が納得できるよう必要な時間の提供をした
時間を置いて再度伝えた
時間をかけて今後心身に起こりうることを伝えた
時間をかけ説明した
ゆっくり考えてもらえるよう調整した
早急に意思決定を求めなかった
すぐに退院を決めなくてもよいのではないかと提案した

意思決定をサポートする記述式のツールを使用した

NPPVに慣れるまで夜間看護師がなるべくその場に滞在し励ました
（意思決定できずにいる）患者の訴えを傾聴した
救急搬送の患者の言葉に傾聴共感でかかわった
尿管カテーテルを留置する事に不安のある患者に時間を置いて傾聴を繰り返した
気持ちの整理ができるよう援助した
手術を拒否する言動が聞かれた患者の訴えをしっかりと受け止めた
移植をしたくないという患者の訴えを傾聴した
医療者や家族が自分に隠し事をしていると悟りイライラしていた，告知されていない患者
の思いを傾聴した
治療が必要にもかかわらず，医師・看護師・家族の言葉に耳を傾けず，帰宅を希望する救
急搬送患者の意思を尊重し，帰宅の方針となった

患者の希望，価値観，思いの確
認

患者の悩みや不安の確認

医師の説明の理解の確認

身体への影響や治療，予後につ
いての理解の確認

実践可能な選択肢の提案

患者が選択肢として認識してい
ない選択肢に関する体験／見学
を実施する

様々なことを一緒に検討

限界の合図について一緒に検討
痛みの評価を共に実施
何を一番大切にするか共に検討

患者，家族，医療者と共に確認

患者，家族との話し合いを実施

患者，家族，医療者との話し合
いの場の設置

患者が納得できるよう時間を設
けた

時間をかけて説明した

ゆっくり考えてもらえるよう調整

早急な意思決定を求めない

記述式の意思決定支援ツールの
使用
励ます

傾聴する

繰り返しの傾聴を実施
気持ちの整理への支援
治療を拒否する患者の訴えを傾
聴
告知されていない患者の思いを
傾聴

救急搬送患者の意思決定を尊重

表1　研修生が認識する患者の意思決定支援（つづき）
カテゴリー

患者が十分理解
し納得できるよ
うな情報提供

サブカテゴリー コード（34）
患者が納得できる説明を提供した
説明不足の点に関して，患者が理解できる言葉で説明し補足した
あらかじめ情報提供していた
適宜質問がありその都度情報提供をした
相談を受け治療の選択肢について話をした
便が漏れるというため，現在使用しているストーマ装具から別のストーマ装具に変更する
のも一つと話した
患者を家に連れて帰りたい家族に対し褥瘡の処置やおむつ交換等の練習を行った
ストーマについて事前にイメージさせた
イメージがつくように本を見たり，図を描いたりして説明した
ストーマについて具体的にイメージできるような情報提供を行った
パンフレットを用いてCVポート挿入の利点，合併症を説明した
疾患や治療について精神的に受け入れができていない時や説明内容を理解する能力が乏し
い時，説明資料などをわかりやすく工夫した
ケアの必要性の説明を興味や関心がありそうな会話を交えながら行う
危険性について丁寧に説明した
病識に対する知識や育児に対して指導してもあまりよく聞いてくれない
うまく症状コントロールできている患者の例やその機械をつけることで病状がどれほど改
善できるかについて何度も説明した
緩和療法の利点やQOL向上について繰り返し説明した
患者の病識の無い救急搬送患者や，疾患の状態で自宅で過ごしたいという救急搬送された
患者には，検査・入院・治療などの必要性についてその都度説明した
患者は自分の悪い部分も手術に対する事もほとんど理解されていなかったので再度説明を
した
患者のそばで説明した
隣に座り，検査について具体的に説明した
なぜストーマ装具を変えなければいけないのか，理解してもらえるよう説明した
親だけでなく，患児にも病状と治療の選択について説明した
今後心身に起こりうることを伝えた
利用できる情報を提供した
提案に対してできるサポートを説明した
服薬中断による結核再発の恐れについて説明した
検査のメリット（安心）について説明した
ギプス固定で完治するまでの期間について情報提供した
治療をやるやらないについて選択できる情報を伝えた
治療の説明を行った
在宅サービスの導入についても話（情報提供）をした
胃食道逆流を起こす患者に，腸ろうについて説明した
治療が必要にもかかわらず，医師・看護師・家族の言葉に耳を傾けず，帰宅の方針となっ
た救急搬送患者に現状と今後について話した

患者の納得，理解を目指した説
明
事前の情報提供

質問を受けた時，情報の提供

介護スキルの提供

イメージできるような情報の提
供

説明の仕方の工夫

複数回の説明

患者の近くでの説明

理解してもらえるような工夫

患者への説明
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表2　研修生が認識する患者以外の意思決定支援
カテゴリー

代理意思決定
者への意思決
定支援

家族への意思
決定支援

多職種との連携

サブカテゴリー コード（59）
治療の選択をするにあたって，代理意思決定者の理解の確認をした
回復が見込めない脳死状態である患者の家族に，状態悪化時の選択肢を提示
脳梗塞による意識障害があり長期間挿管中で，人工呼吸器関連肺炎のリスクが高いため気
管切開をすること勧められた患者の家族の気持ちを十分に聴取した
代理決定を行って頂く際に，キーパーソンであると伺っていた方を中心に説明を進めた
傾眠傾向である本人は意思決定できる状態ではないと判断し，医師，家族でカンファレン
スを行った
看護者は家族と話す機会も多かった 
家族と何度もカンファレンスを実施した
患者の状態変化時に家族に連絡した
夫の思いも確認した
同席していた家族の意向も確認した
独居でADL低下のある入院中の患者の家族に今後の退院先の意向を確認した
告知されていない患者の主治医・家族での話し合いの場を設けた
家族の訴えに対し，共に考える姿勢で関わった
家族が何を一番大切にするのかを一緒に考えた
急なことで動揺している家族に，現状や今後の治療などを説明
家族へ医師の判断を説明した
夫に本人の状況や緩和療法の必要性を説明を繰り返した
回復が見込めない脳死状態である患者の家族に，緩和医療的視点から，そこまでの医療行
為が患者にとって本当に必要であるか情報提供した
家族には苦痛の緩和に必要な治療であることをその都度説明した
100歳代の寝たきり患者の介護者である家族の思いを受け止めながら関わった
家族に傾聴を繰り返した
家族の訴えを傾聴した
救急搬送の家族の言葉に傾聴共感でかかわった
家族が何を一番大切にするのかについて思考を整理した
家族の悩んでいる内容を整理した
両親の話を聞く時間を作った
家族のそばで説明した
本人の気持ちや疑問を，家族が共有できるように努めた
いつ命が終わる日が来ても不思議ではない患者の自宅退院をもう1度検討するために家族と
面談した
告知されていない患者の家族に本人の思いを伝えた
家族には本人の希望をその都度説明した
人工呼吸器管理中の患者の同居の嫁は自宅に連れていきたいといい，夫やキーパーソンの
息子は自宅では無理だという家族の意見を来院するたびに確認した
医師に「手術は受けたくないという」患者の言葉を報告した 
医師へ患者の思いを伝えた
患者の訴えを主治医に報告した
主治医に患者の「治療が聞かなくなったらそこまででいい」という思いを伝えた
看護師より医師へ本人の希望を伝えた
医師へ相談した
医師に家族の希望について報告した
医師に「蘇生しないでほしい」という家族の意向を伝達した
末期がん患者が痛みを訴えたので主治医に報告した
オピオイドの調整について主治医に相談した
医師に「他に治療法はないのか」という患者の訴えを伝えた
本人の「食べたい」という思いに応えようと医師に相談した
治療を中断した後のメリット，デメリット，今後の病状の変化など医師に話をしてもらう
よう働きかけた
説明を拒む医師を説得した
病状説明前に医師と患者・家族背景や患者の事前の意向，現在思っている疑問点などを十
分に討議した
延命を希望していない60歳代の男性患者のICに同席した
医師と情報を整理（共有）した
救急搬送されたが自発呼吸のない40歳代女性の夫に対し，医師が病状・現状説明する席に
同席した
看護師に説明できる内容であれば説明した
他に選択肢はないのかという患者に，私なりに質問に答えた
救急搬送されたが自発呼吸のない40歳代女性の夫に対し医師の説明を補足した
多職種と密に連絡を取った
患者のストレス状況についてスタッフとカンファレンスをした
在宅での見取り希望の患者に対して，MSW，ケアマネージャーと連携して支援した
本人の気持ちや疑問を，他機関・他職種が共有できるように努めた
薬剤師，緩和ケア認定看護師と情報を整理（共有）した
家族が施設退院を希望されたので，MSWにつないだ

理解の確認 
選択肢の提示

傾聴する

代理意思決定者への説明
医療者と家族との話し合いを実
施

話す（相談する）機会の提供

家族への報告連絡相談 

家族の思い，意向，価値観の確
認

本人抜きの話し合いの場の設置

家族と共に検討

家族への説明，情報提供

家族の思いの受け止め 

傾聴する

思考の整理 

時間の確保 
家族の近くでの説明

患者の気持ちの理解の促し

家族間の合意形成の促し

医師との連携

看護師が説明可能な内容を説明 

他職種と連携
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れることを念頭においたアセスメント・ポート
フォリオ，学習者の能力表明や教育機関としての
質保証に用いられるショーケース・ポートフォリ
オなどがある3）。
　また，昨今は，Information Communication 
Technology（以下，ICT）を活用したMahara4）

のようなeポートフォリオが用いられることも増
えている。紙媒体でのポートフォリオと比較した
利点として「根拠資料の添付に際してリンクを貼
ることができる」「媒体を持ち運ぶ必要がなく，
学習者・評価者が同時に閲覧することも可能で
ある」などが挙げられる。一方で，「画面上で閲
覧・評価をしなければならない」「eポートフォリ
オのシステムに慣れる必要がある」などの課題も
存在している5）。
　看護教育でもeポートフォリオは，技術に関す
る実施動画，実習記録や多くのレポートなどの学
習成果を管理するために，看護基礎教育6）から継
続教育7,8）まで広範囲で活用されている。特に，近
年では医療職のプロフェッショナリズムの向上を

Ⅰ．はじめに
　ポートフォリオは，経歴や成果を記録として残
すものである。ポートフォリオの語源は，「紙入
れ」であり，元来は書類を挟むものとされ様々
な紙面をファイリングしてきたが1），現在では，
「学習者の成果や省察の記録，メンター（優れた
助言者・指導者）の指導と評価の記録などをファ
イルなどに蓄積・整理していくもの」と定義さ
れ，教育に活用されている2）。ポートフォリオの
形態はその利用目的や所有者などに着目すること
で分類されることが多い。使用目的に着目する場
合，学習のプロセスや結果の記録を主とするラー
ニング・ポートフォリオ，継続的な成長のための
計画立案などを主眼としたディベロップメント・
ポートフォリオ，ルーブリック等を用いて評価さ

抄録：看護教育においてeポートフォリオの活用の機会が増加している。そこで本稿
では，看護基礎教育として米国の看護学部における実習指導での活用ならびに継続
教育として特定行為研修でのeポートフォリオの活用事例を紹介する。看護基礎教
育，継続教育で共通していることは，双方ともラーニング・ポートフォリオとアセ
スメント・ポートフォリオの役割を持っていることであった。また，eポートフォリ
オが個々の学習者の学習記録を残すという役割に留まらず，学習内容の共有，協働
学習の場としての役割を強く持っていた。今後，eポートフォリオの活用を促進する
ためには，学習者の支援としてICT環境の整備をするだけでなく，担当教員の確保
とeポートフォリオを用いた非対面でのフィードバックの質の向上のための教員への
研修が必要である。

キーワード：eポートフォリオ，看護基礎教育，継続教育

――――――――――――――――――――――
1　自治医科大学看護学部
2　自治医科大学情報センター
1　School of Nursing, Jichi Medical University
2　Information Center, Jichi Medical University
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Ⅱ．Chaminade Universityの看護学部でのeポー
トフォリオの運用
　Chaminade Universityは米国ハワイ州にある私
立大学である。看護学部では，4年生の臨床実習
（Clinical Immersion）にて，eポートフォリオを
用いた指導を行っている。このeポートフォリオ
のタイプはコースポートフォリオといい，1つの
コース内で活用されるポートフォリオである10）。
森本ら3）のポートフォリオ分類では，ラーニン
グ・ポートフォリオとアセスメント・ポートフォ
リオに分類される。Clinical Immersionは，週に
40時間，医療機関にてシフト制（無償）で働きな
がら学習する実習である。Clinical Immersionを
行うことで，学生は自分の専門性や興味関心を就
職前に認識し，就職先の選択や職業選択ができる
というメリットがある。また，学生を受け入れる
医療機関にとっても，学生の学習状況を把握する
ことができるので，採用時の情報収集としての役
割を果たしている。実際のところ，学生の約1/3
が実習病院より就職の誘いを受けている状況があ
る。実習期間中，各学生が希望する医療機関に
分かれて実習をすることから，対面での学習内
容の共有や教員からの指導などが難しいため，e
ポートフォリオ（LMS-CANVAS Discussion）を
活用している。Chaminade UniversityのClinical 
Immersionでのeポートフォリオは，個人の学習の
記録を残すことに加えて，様々な医療機関で実習
を行う学習者間の情報共有と意見交換にも重きを

目的として，専門職としての役割意識の向上や自
己研鑽への意識の変化といった定性的な内容の評
価にeポートフォリオを用い，内省を促す機会も
増えている。学習者はeポートフォリオにより経
験を具体的に言語化することでメタ認知を促進す
ることが期待できるからである9）。
　我が国でのeポートフォリオの運用には，課題
も多い。看護基礎教育では，対面学習が習慣化さ
れた学習者や教育者がオンライン上かつ非同期で
の双方向性のある学習に対して適応するのは容易
ではない。継続教育では看護基礎教育と同様の課
題があるのに加えて，働きながら学習成果を記録
するといった自己調整学習能力が涵養されている
必要がある。
　本稿では，海外の看護学部でのeポートフォリ
オの用い方や看護師の継続学習でのeポートフォ
リオの運用方法を紹介し，今後の活用の方向性を
検討する。
　まず，看護基礎教育におけるeポートフォリオ
の活用例として筆頭著者が研修を行った米国ハワ
イ州のChaminade Universityの看護学部での臨床
実習での運用方法について紹介する。続いて，継
続教育での活用例を自治医科大学看護師特定行為
研修センター（以下，当センター）の運用方法を
用いて説明する。

表1．オンラインでの意見交換に対するルーブリックの例

他の学生が問いかけたすべての質問に対し，期限内に返信する。1つないしはそれ以上に対して，複数回の
返信を行い，意見交換の中で質問された内容に対して追求している。
追記：複数回の返信では，他の学生が言った内容を承認し，何を言われたかについて言及し，質問をす
る，または別の方法で再度活発化し，意見交換を広げる。
減点のポイントは誤ったAPA(American Psychological Association)形式の使用，不十分なエビデンス，質
の欠如，文字数制限を守っていないことである。
他の学生が問いかけたいくつかの質問に対し，期限内または一部期限を過ぎてしまった場合もあるが，返
信する。1つないしはそれ以上に対して複数の返信を行い，意見交換の中で質問された内容に対して概ね追
求しているだろうという内容を投稿している。
減点のポイントは誤ったAPA形式の使用，不十分なエビデンス，質の欠如，文字数制限を守っていないこ
とである。
質問への返信が不完全である。意見交換へは遅れて参加しており，複数の返信は実施していない。また，
現在進行している意見交換に対しても，その活性化ができていない。
減点のポイントは誤ったAPA形式の使用，不十分なエビデンス，質の欠如，文字数制限を守っていないこ
とである。
不参加

5-4点

3-2点

1点

0点

意見交換の内容で期待すること
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Ⅲ．自治医科大学看護師特定行為研修センターで
のeポートフォリオの運用
　ここまでは，看護基礎教育におけるeポート
フォリオの活用について述べてきたが，ここから
は継続教育における活用事例を示す。
　当センターでの特定行為に係る看護師の研修
（以下，特定行為研修）は2015年から開始し，全
国各地の医療機関にて勤務する看護師が研修生と
して半年に30名程度の入講している。研修生が全
国各地に散在していることから遠隔学習を活用し
ており，学習支援システムとしてMoodleを用いて
いるだけでなく，eポートフォリオとしてMahara
を活用している。
　LMS（Learning Management System）であ
るMoodleは，PDFや動画教材の配信，小テス
ト・レポート課題等の実施，さらには学習者の
進捗や履歴の管理など，eラーニングとしての利
用に特化して用いている。これに対し，当セン
ターのeポートフォリオ（Mahara）はChaminade 
Universityと同様に，学習記録を残すだけでな
く，学習計画の立案や研修生間や教員との意見交
換のツールとしても活用されている。森本ら3）の
ポートフォリオ分類では，ラーニング・ポート
フォリオとアセスメント・ポートフォリオに分類
でき，かつ，学習計画の立案をするという点にお
いてディベロップメント・ポートフォリオでもあ
ると言える。ここでは特に，実習期間の学習記録
の記録方法と研修生間や教員との意見交換につい
て，学習状況の把握と学習の質の担保に関する実
践について述べることとする。
　当研修センターでの特定行為研修では，セン

置いている，驚くべきことに，実習カンファレン
スの代わりに，学年全員（例年60名弱）での意見
交換を課している。学生は，Clinical Immersion
の学習目標と提示課題に合わせた各自のレポート
に対して，意見交換に対するルーブリック（表
1）に沿ってコメントすることが必須とされてい
る。このルーブリックには意見を述べる際の根拠
として文献を引用することまで求めている。学生
に求められている課題に関しては図1に示す。こ
のように具体的に学習の目的，課題，教育方法を
提示し，学習者として何が求められているのかを
明確に指示している。また，文字数の制限や提出
期限も明示している。Chaminade Universityで
はClinical Immersionでの意見交換に関するルー
ブリック評価を担当教員1名が実施している現
状があった。米国ではAssociation of American 
Colleges and Universitiesがeポートフォリオの活
用を推奨しており11），一般的な教育ツールとなっ
ている。
　このように，eポートフォリオを学習記録とし
て活用するだけでなく，意見交換や相互評価のよ
うな協働学習の方略としても活用し，他者の経験
を自らの学びに取り込む工夫がなされている。こ
のようなeポートフォリオの活用に関しては，日
本の看護基礎教育においてはまだ例がない。看護
系大学数の増加により臨地実習施設が広域にわた
る現状がある中で，カンファレンスでの十分な意
見交換の機会のみならず開催そのものが困難な場
合もあるだろう。今回示したようなeポートフォ
リオは今後活用される可能性がある。

図1　Clinical Immersionでのオンラインディスカッションでの学生への提示事項

目的：ここでの意見交換の目的は，学習目標１である「治療に関するコミュニケーション」を達成するためで
ある。この科目で学習目標に達するためにどうしたらよいのか考える必要がある。ここでの投稿により，自ら
の経験を共有することで学習に自信をもつことができる。Clinical Immersionの2週目では「根拠のある返信」
を必要とする。間違ったAPA（American Psychological Association）6th editionでの文献記載は減点される。

課題：この週のClinical Immersionの期間に，看護の立場で，個々やグループ，または社会との相互作用の中で
治療的なコミュニケーションスキルをどのように向上させるか。自らの能力について具体的に述べ，実習での
経験例を提示しなさい。

教育方法：ディスカッションボードの「Respond」ボタンを直接クリックし，文章にて自分の考えを返信しな
さい。（概要や矢継ぎ早の投稿は不要である）引用や参照文献はAPA 6th editionに則り，記録の最後に記載し
なさい。ディスカッションスレッドはネットマナー（netiquette）や語調に配慮されているかを観察する。学習
環境にいる仲間に敬意を払うのは言うまでもない。

2-3段落（250単語以上）を受理する。提出期限は日曜23：59までである。

この投稿は5点満点である。
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区分を学習していても，学習内容は多様である。
それぞれの研修生の学習内容を共有し，他者の実
施内容から自己の実践の糸口を見出すためにも，
他の研修生のeポートフォリオを閲覧し，その内
容から学習することを推奨している。他の研修生
のeポートフォリオが閲覧できるということは，
同時に，教員のコメントを閲覧できることにな
る。これは，類似した状況での指摘内容が閲覧で
きることになり，自己の気づきを促すことにな
る。
　実際の当センターにおけるeポートフォリオの
運用モデルを図2に示す。eポートフォリオの活用
にあたり，教員はまず利用方法の説明を行い（技
術的支援），提出されたeポートフォリオの記載
内容に対するコメントを行う（教育的支援）。そ
の際には，記載・評価の軸となるeポートフォリ
オのルールに従ってコメントを行っている。当セ
ンターでeポートフォリオへの返信を行っている
教員は5～6名程度いる。それぞれの教員が異なる
評価軸でコメントしないようにすることが学習の
質の担保につながると言える。当センターでは，
教員が相互にコメントの内容を確認するだけでな
く，研修生の進捗状況に関して随時担当教員間で
情報や教育方針を共有するようにしている。今後
研修生の増加に伴い，コメントをする教員も増加
することが予想される。その際には，これまでの
コメント内容の傾向を分析し評価軸のすり合わせ
を行ってからコメントするように教員も学習する
ことが求められる。

Ⅳ．看護教育におけるeポートフォリオ活用の展
望
　これまで，看護基礎教育ならびに継続教育にお
けるeポートフォリオの活用に関して，実践事例
をもとに具体を述べてきた。その中で，多様な看
護教育の背景に合わせてeポートフォリオという
学習支援方法の役割や効果を述べた。看護基礎
教育，継続教育に共通していることは，eポート
フォリオが個々の学習者の学習記録を残すという
役割に留まらず，学習内容の共有，協働学習の場
としての役割を強く持っている点である。
　eポートフォリオでの意見交換や指導は，対面
での意見交換や指導の予備情報としても有効活用
ができるため，学習者のメリットだけでなく，教
育者にもメリットが大きい。今後，eポートフォ

ター教員や看護教員がすぐに学習支援が可能な自
治医科大学附属病院だけでなく，自治医科大学さ
いたま医療センターや特定行為研修の協力施設で
ある各研修生の所属医療機関でも実習が実施され
る。実習内容の質を維持するためにも学習状況に
対する即時的な指導を実施する必要がある。した
がって，研修生には「日誌」という名称でeポー
トフォリオを記載させ，その記載内容に対して教
員がコメントを行っている。当センターのeポー
トフォリオのルールとその理由は以下の通りであ
る。

１．実習日には可能な限りその日に提出する
理由：研修生には記憶が鮮明な間に日誌をまとめ
てもらい，それに対して，教員は次の実習の前に
コメントで指導し，教育効果を高めるだけでな
く，必要時には実習施設に対する調整を迅速に行
うためである。

２．「実施したこと」「学んだことと追加の学習
が必要なこと」「今後の課題と明日への目標」の3
段構成で記載する
理由：「実施したこと」で具体的な事実を明記
し，その内容から「学んだことと追加の学習が必
要なこと」を抽出することで，能力の自己評価を
行うとともに省察能力を高めることにつながる。
また，省察した内容を踏まえて，研修生は「今後
の課題と明日への目標」を言語化し，専門職とし
ての自己課題に対する具体的な目標と対策を立て
るという一連の流れを習慣化させることが目的で
ある。この考え方は，ポートフォリオでは，個人
の成長や自己決定型学習，省察能力，自己評価，
プロフェッショナリズムなど他では評価困難な内
容の評価が可能であることに由来し12），実習の状
況が見えない状況でも，eポートフォリオの内容
から研修生の変化（成長の促進や停滞も含む）を
評価することができるからである。特に，医療に
おいて専門職は省察を自己主導的に継続する必要
があり，ポートフォリオに記録するという一連の
行為が自己の学習評価が可能な学習の軌跡を残す
ことになる13）。

３．他の研修生のeポートフォリオを読んで学ぶ
理由：前述の通り，当センターの研修生は多様な
実習施設で学習する。したがって，同じ特定行為
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やり取りのみでは不安を感じ，学習が遅延する場
合もある。教員は学習者の反応をみながら臨機応
変にメンタリングしていくとよい14）。
　最後に，Assessment and Teaching of Twenty-
First Century Skills（ATC21S）は2009年に21世
紀を生き抜くために必要な10の能力（以下，21世
紀型能力）を図3のように定義した15）。これらの
項目をよく読むと，eポートフォリオは21世紀型
能力そのものを使うため，また，21世紀型能力の
評価に使えるツールであるといえる。定義づけか
ら10年が経過し，今後大学に入学する学生は，小
中高校で多かれ少なかれ21世紀型能力を涵養する
トレーニングを受けていることと推察できる。e
ポートフォリオの活用は時代の趨勢に合った教育
方法のひとつであり，大学入試制度にも組み入れ
られ16），今後より一層活用されていくといえる。
後続の教育機関として，その準備を粛々と進めて
いくことが必要であろう。

リオを効果的に実施するには，これまで述べてき
たような対面での指導や意見交換とは異なる技術
的支援，教育的支援が必要となる。その上で，
学習者に対するICT環境の整備だけでなく，担当
教員の確保を行う必要がある。その際には，担当
教員が，顔が見えない環境でも学習目標に沿いま
た個々の学習者の学習プロセスを理解し，次の実
践への足場掛けになるコメントができるように
フィードバックする能力を向上させる必要がある
だろう。今後，大学の教員がポートフォリオ評価
について学習できるような研修や学びの機会がよ
り一層必要であるといえる。
　また，eポートフォリオの活用にあたり文字によ
るコミュニケーション能力を学習者と教員双方が高
める必要がある。図1に記載のあるネットマナーだ
けでなく，共通理解できるような文章作成能力の強
化の支援も求められる。また，対面学習が習慣化し
た学習者にとってはeポートフォリオでの文章での

図2．自治医科大学看護師特定行為研修センターにおけるeポートフォリオの運用モデル

図3．21世紀を生き抜くために必要な10の能力

思考の方法
・創造性とイノベーション
・批判的思考，問題解決，意思決定
・学び方の学習法，メタ認知

働く方法
・コミュニケーション
・コラボレーション（チームワーク）

働くためのツール
・情報リテラシー
・ICTリテラシー

世界の中で生きる
・地域，グローバルな
　よい市民であること（シチズンシップ）
・人生とキャリア発達
・個人の責任と社会的責任（異文化 
　理解と異文化適応能力を含む）
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看護師特定行為研修のチーム医療の学びについて

研究課題：看護師特定行為研修のチーム医療の学
びについて

共同研究組織：
研究代表者　助教　鈴木美津枝
共同研究者
　教授　村上礼子
　講師　八木街子
　講師　中村剛史（自治医科大学　地域医療学
　　　　　　　　　センター　地域医療人材育成
　　　　　　　　　部門　2019年3月31日退職）
　看護師長　寺山美華（附属病院　看護部）
　看護師長　亀森康子（さいたま医療センター）

執行した研究費総額：
　115,869円（配当額：116,000円）
（内訳）物品費：	 16,339円
　　　　謝金：	 0円
　　　　学会等参加費：	 5,130円
　　　　旅費：	 94,400円
　　　　その他：	 0円

　本研究は，看護師に係る特定行為研修で特定行
為基礎実習Ⅱを受講した研修生のチーム医療の学
びを明らかにすることを目的とした。他職種との
協働や連携などチーム医療に関する最新の研究動
向や新たな知見を得るため，第13回日本ルーラ
ルナーシング学会学術集会（平成30年11月3日開
催）に参加した。
　ここで得た知見を含め，研修生がチーム医療に
ついてどのようなことを学び，どのように実践で
活用しているのかについて参加者5名に対して約
2時間のグループインタビューを1回行い，録音
テープから逐語録を作成した。研修生がチーム医
療についてどのようなことを学び，実践でどのよ
うに活用しているのかについて語っている箇所を
抽出し，それらの類似性にしたがって帰納的に分
類，カテゴリー化して質的に分析する予定であ
る。
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特定行為に係る看護師の研修に関する修了生所属施設での受講ニーズ調査

研究課題：特定行為に係る看護師の研修に関する
修了生所属施設での受講ニーズ調査

共同研究組織：
研究代表者　八木街子
共同研究者
　教授　村上礼子
　助教　鈴木美津枝
　附属病院看護部　看護副部長　渡井　恵
　さいたま医療センター看護部
　　　　　　　　　看護副部長　菅野一枝

執行した研究費総額：
　113,220円（配当額：197,000円）
（内訳）物品費：	 48,870円
　　　　謝金：	 0円
　　　　学会等参加費：	 64,350円
　　　　旅費：	 0円
　　　　その他：	 0円

　本研究では，自治医科大学看護師特定行為研修
センターの修了生の所属施設14施設に勤務する看
護職のべ4000人に対して、研修周知用パンフレッ
トを配布し，その内容に対する理解や希望につい
て調査・分析を行った。その結果，施設区分を問
わず60％以上が特定行為研修を知っており，40％
以上が関心をもったと回答した。協力施設での実
習については55％以上が魅力を感じていた。先行
研究（八木ら，2017）と比較し，関心に関しては
2倍程度上昇していたものの，周知度には変化が
なく，周知活動は不足しているといえる。また，
受講を希望する特定行為区分に関しては，「創傷
管理関連」「動脈血液ガス関連」が施設規模を問
わず希望が多いことも明らかになった。その他
に，施設規模による受講希望科目の違いも明らか
になった。
　本研究の結果は，看護展望43(11)（2018年9月
号）に掲載され，第38回看護科学学会学術集会に
て口演を行った。
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看護学生が授業の感想を記述・表出する教育的意義：文献的考察

研究課題：看護学生が授業の感想を記述・表出す
る教育的意義：文献的考察

共同研究組織：
研究代表者　看護学部講師　石井慎一郎
共同研究者
　佐野厚生農業協同組合連合会
　佐野厚生総合病院看護部　竹澤将也
　看護学部准教授　田村敦子
　看護学部講師　島田裕子，清水みどり，
　　　　　　　　古島幸江，望月明見
　看護学部助教　湯山美杉，冨川明子，佐藤貴紀

執行した研究費総額：
　87,971円（配当額：89,000円）
（内訳）物品費：	 20,491円
　　　　謝金：	 0円
　　　　学会等参加費：	 66,640円
　　　　旅費：	 0円
　　　　その他：840円（文献複写代）

　本研究は，学習者が授業の[感想]を記述・表出
することの教育的な意義を明らかにすることを目
的とし，文献検討を行った。J-Stageと医学中央
雑誌をデータベースに<授業の感想>，<実習の
感想>，<学習者の感想>を含む国内の文献を対
象とした。分析は，申請時，概念分析（Rodgers 
& Knafl 2000）を予定したが，想定していた以上
に対象文献が見当たらず，KJ法（川喜田 1986）
へと変更した。その結果，文献58件から，学生に
とっては「教員のフィードバックによる学習への
励み」，教員にとっては「学生の授業の理解度や
つまずきを知る」，双方にとっては「共有による
授業の深化」が示唆された。しかし，先行研究は
既に記述させた[感想]を分析した論文が大半であ
り，そもそも[感想]を記述させる意図が明確では
なかった。今後は，教育心理学や学習意欲論など
を含む国内外の文献検討が課題である。
　結果の一部は，日本情動学会第８回大会（広
島）で発表した。
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看護専門職への移行期にある看護学部高学年生および新人看護師の看護実践能力向上に向けた文献研究

研究課題：看護専門職への移行期にある看護学部
高学年生および新人看護師の看護実践
能力向上に向けた文献研究

共同研究組織：
研究代表者　看護学部基礎看護学
　　　　　　助教　湯山美杉
共同研究者
　看護学部基礎看護学　教授　本田芳香
　看護学部基礎看護学　講師　福田順子
　看護学部看護基礎科学　講師　関山友子
　附属病院看護部教育担当
　　看護副部長（臨地准教授）　亀田美智子
　附属病院看護部中央手術部
　　看護師長（臨地講師）　高久美子

執行した研究費総額：
　42,232円（配当額：57,000円）
（内訳）物品費：	 24,812円
　　　　謝金：	 0円
　　　　学会等参加費：	 17,420円
　　　　旅費：	 0円
　　　　その他：	 0円

　2004年から2019年までに発表された新人看護師
もしくは看護学部高学年生の「看護実践能力」
に関する研究を医学中央雑誌web.Ver.5で検索し
た。「看護実践能力育成」97件，「看護実践能力
の向上」93件，「看護実践能力評価」29件が抽出
され，その中から，タイトル，抄録内容より新人
看護師または看護学部高学年生の看護実践能力に
関する研究3文献，および看護実践能力に関する
国外文献のレビュー文献1文献を抽出，精読し，
明らかにされた知見と残された課題を整理した。
結果，看護大学生の看護実践能力については，
フィジカルアセスメントおよび日常生活援助技術
達成度の卒業時評価（深田ら,2009）や「看護の
計画的な展開能力」の測定尺度の開発（今井ら，
2017）がなされていた。新人看護師については，
看護実践の質向上のための職場の支援体制の構造
化（道廣ら,2007）が明らかにされていた。国外
文献のレビューでは，看護実践能力の概念（高瀬
ら,2011）についてまとめられており，看護実践能
力とは，単に，一定の環境で技術が実施できれば
よいものではなく，獲得した技術や知識，態度や
思考力，価値観といったものも含まれることがわ

かった（高瀬ら, 2011）。以上のことから，看護専
門職への移行期にある看護職の看護実践能力向上
のためには，臨床の異なる状況下でも応用できる
移行力（transferability）を育成できる取り組みに
ついて，更なる検討が必要であることが明らかと
なった。
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研究課題：看護学生の自己決定型学習を促進する
学習環境の構築：ラボ室運営に関する
探索的研究

共同研究組織：
研究代表者　古島幸江（自治医科大学看護学部
　　　　　　　　　　　講師）
共同研究者
　渡邉賢治（自治医科大学看護学部助教）
　八木街子（自治医科大学看護学部講師）
　鹿野浩子（自治医科大学看護学部講師）
　笠野佳代子（自治医科大学附属病院2E病棟
　　　　　　　看護師長）

執行した研究費総額：
　78,525円＊（配当額：239,000円）
（内訳）物品費：	 71,525円
　　　　謝金：	 7,000円
　　　　学会等参加費：	 0円
　　　　旅費：	 0円
　　　　その他：	 0円

　主体性を育む自己学習能力の向上が期待できる
「ひらかれた」スキルズラボ室（以下ラボ室）運
営への示唆を得る目的で，A大学看護学部生を対
象に看護学生の自己決定型学習準備性の測定に
有用なSDLRSNE（Directed Learning Readiness 
Scale for Nursing　Education）日本語版（Fisher
ら2010，大山ら2015）とラボ室の使用状況，学習
ニーズに関する自記式調査を実施した。結果，
114名から回答を得た（回収率27％）。日本語版
SDLRSNE平均値は146（SD39.56）点で，最大値
184点，最小値83点であった。ラボ室の使用率は
46％で，日本語版SDLRSNEの平均値が優位に高
かった1年生の使用率は100％であった。自由記載
では「勝手に触ってはいけない」「気軽には行け
ない」等の【アクセスのしにくさ】や「一人で
行っても仕方がない」「先生に質問できるとよ
い」等の【自己学習支援に対するニーズ】等が抽
出された。今後は学年毎の自己決定型学習準備性
の特徴と関連要因を分析し，看護学生の自己決定
型学習を促進する学習環境の構築について検討し
ていく。

看護学生の自己決定型学習を促進する学習環境の構築：ラボ室運営に関する探索的研究
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研究課題：地域包括ケアシステムにおいて協働す
る住民の地域特性別発掘方略及び生活
支援コーディネーターの活動方法に関
する研究

共同研究組織：
研究代表者　春山早苗
共同研究者
　塚本友栄（教授），浜端賢次（准教授），
　関山友子（講師），島田裕子（講師），
　青木さぎ里（講師），江角伸吾（講師），
　土谷ちひろ（助教），横山絢香（助教），
　鳥居みゆき，朝川美也子，
　江連正子（下野市保健師）
　鈴井祐孝，井上永子，
　隅谷サヨ子（下野市生活支援コーディネーター）

執行した研究費総額：
　446,010円（配当額：449,000円）
（内訳）物品費：	 258,812円
　　　　謝金：	 0円
　　　　学会等参加費：	 48,850円
　　　　旅費：	 0円
　　　　その他：	 138,348円
　　　（その他：生活実態調査質問紙印刷代
　　　　　　　　　　　　 138,348円）

　2018年7月～12月に，下野市の地域特性の異な
る6行政区に住む成人（40～64歳）646人と高齢者
（65歳以上）546人を対象に，健康・生活状況及
び交流や社会参加等に関する調査を行った。回収
数（率）は成人が474人（73.4％），高齢者が493人
（90.3％）であった。調査及び5行政区で実施した
調査結果説明会の結果から，地域包括ケアシステ
ムにおいて協働する住民の地域特性別発掘方略及
び生活支援コーディネーターの活動方法を検討し
た。
　また，2018年8月12日に日本地域看護学会第21
回学術集会にて「生活支援コーディネーター・行
政・大学の協働による住民の支え合い体制構築を
促進する方法の検討」を発表するとともに，地域
包括ケアシステムや介護予防体制の構築に関する
意見交換や情報収集を行った。

地域包括ケアシステムにおいて協働する住民の地域特性別発掘方略及び生活支援コーディネーターの活動方法に関する研究
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介護施設看護職を対象とした口腔ケアおよび摂食嚥下に関するスキルアッププログラムの作成

研究課題：介護施設看護職を対象とした口腔ケア
および摂食嚥下に関するスキルアップ
プログラムの作成

共同研究組織：
研究代表者　講師　清水みどり
共同研究者
　准教授　川上　勝
　自治医科大学附属病院　摂食・嚥下障害認定
　　看護師　戸田浩司
　自治医科大学附属病院　歯科口腔外科
　　歯科衛生士　若林宜江

執行した研究費総額：
　74,934円（配当額：125,000円）
（内訳）物品費：	 38,416円
　　　　謝金：	 5,568円
　　　　学会等参加費：	 27,000円
　　　　旅費：	 3,950円
　　　　その他：	 0円

１．学習課題と支援ニーズ，支援方略の抽出
　研修センターを持つ2法人の研修企画者と施設
長にヒアリングを行った。研修内容は，摂食嚥下
のメカニズムとアセスメント，食事介助方法と誤
嚥窒息時の対応，口腔機能訓練の方法，口腔ケア
の方法，OJTでの個別指導で，学習課題及び支援
ニーズは，個別を考慮した力量形成支援とチーム
マネジメント力の向上であった。支援方略として
多職種での集合研修とプログラム開発の必要性が
示唆された。
２．口腔ケア支援用具の要求仕様とデザインの決

定及び試作
　ベッド柵に着脱可能な口腔ケア用カップホル
ダーを考案した。ステンレス製とアルミ製，２
穴・３穴・四角のホルダーの３タイプを試作し，
市販のLEDライト付きスポンジブラシと合わせヒ
アリングを行った。
　その結果，口腔ケアは洗面所で行いカップホル
ダーの必要性がなく，介護保険では介護用品は施
設側の費用負担で，スキルアッププログラムに介
護用品の活用を入れる際には費用の検討が必要と
考える。
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研究課題：学内看護演習における臨床指導者の関
わりによる教育的効果の検討

共同研究組織：
研究代表者　看護学部成人看護学
　　　　　　　講師　中野真理子
共同研究者
　看護学部成人看護学　助　教　古島幸恵
　看護学部成人看護学　教　授　中村美鈴
　看護学部成人看護学　助　教　佐々木彩加
　看護学部成人看護学　准教授　佐藤幹代
　看護学部成人看護学　講　師　長谷川直人
　附属病院看護部　　　師　長　渡辺道子
　附属病院看護部　　　師　長　小畑美加子

発表学会名
　日本看護学教育学会　第28回　学術集会

学会等参加費：37,680円
（経費区分）
　　学会参加費：	 12,000円
　　旅費：	 25,680円

参加者名：中野真理子　佐々木彩加

学内看護演習における臨床指導者の関わりによる教育的効果の検討
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研究課題：看護学生の情動知能と他者とのかかわ
りに関する縦断調査

共同研究組織：
研究代表者　石井慎一郎
共同研究者
　自治医科大学看護学部助教　路川達阿起
　佐野厚生農業協同組合連合会佐野厚生総合病院
　　看護部長　松島久美子
　社会福祉法人ブローニュの森
　　サービス管理責任者　玉生浩子

発表学会名
　開催地日本感情心理学会第26回大会
　平成30年11月10日（金）～11月11日（日）
　　計２日間
　東洋大学白山キャンパス
　　〒112-8606　東京都文京区白山５丁目28-20

学会等参加費：13,870円
（経費区分）
　　学会参加費：	 6,130円
　　旅費：	 7,740円

参加者名：石井慎一郎

看護学生の情動知能と他者とのかかわりに関する縦断調査
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研究課題：地域包括ケアシステムにおいて協働す
る住民の地域特性別発掘方略及び生活 
支援コーディネーターの活動方法に関
する研究

共同研究組織：
研究代表者　鈴木久美子　准教授
　　　　　　（平成31年3月31日付退職）
代理申請責任者　春山早苗　教授
共同研究者
　春山早苗（教授），塚本友栄（教授），
　浜端賢次（准教授），島田裕子（講師），
　青木さぎぎ里（助教），江角伸吾（助教），
　土谷ちひろ（助教）※職名は申請当時の役職
　鳥居みゆき，朝川美也子，江連正子，
　早乙女美奈子（下野市保健師）
　鈴井祐孝，小島恒夫，井上永子，隅谷サヨ子
（下野市生活支援コーディネーター地域支え合い
　推進員）

発表学会名
　日本地域看護学会第21回学術集会

学会等参加費：110,680円
（経費区分）
　　学会参加費：9,500円×2名＝19,000円
　　旅費：52,320円＋39,360円＝91,680円

参加者名：春山早苗，土谷ちひろ（発表）

地域包括ケアシステムにおいて協働する住民の地域特性別発掘方略及び生活 支援コーディネーターの活動方法に関する研究
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平成30年度地域ケア実践開発事業報告

自治医科大学看護学部　研究補助員
柳　千秋　　保科　典子　　直井　智江

携，看護研究）をベーシック・プログラムとし，
全7回のｅラーニングによる教育内容を週に1回ず
つ，LMS（learning Management System）であ
るMoodle上で配信した。
　また，このプログラムの修了者を対象とした演
習5科目（急性期，終末期，認知症，退院支援・
調整と多職種連携，看護研究）をフォローアッ
プ・プログラムとして，本学での集合研修を実施
した。
　さらに，フォローアップ・プログラム修了者の
フォローを目的として，Moodleによるサポート・
プログラムを受講後2年間，継続して利用できる
ようにしている。
　各科目の概要・担当者を表２に示す。
　受講者のリクルート方法は，前年度までと同様
にリーフレットと参加申込書をへき地医療診療所
833か所，へき地医療拠点病院277か所，栃木県
医療機関109か所，北関東圏内の訪問看護ステー
ション211か所，これまでの受講者の所属施設27
か所の計1457施設へ郵送し，6月11日～7月9日ま
でを応募期間とした。

Ⅲ.　実施結果
　応募状況を表３に示す。応募者総数はベーシッ
ク・プログラム実数64名，フォローアップ・プロ
グラムは実数11名であり，選定者数はベーシッ
ク・プログラム実数54名，フォローアップ・プロ
グラムは全員とした。
　受講者の所在地，科目別受講者数を表４－１
（ベーシック・プログラム）と表４－２（フォ
ローアップ・プログラム）に示す。ベーシック・
プログラムは，北海道から沖縄まで20都道県に所
在する，へき地医療診療所19か所，へき地医療拠
点病院13か所，その他診療所2か所，その他の病
院2か所，計40施設に所属する看護師が受講者し
た。また，フォローアップ・プログラムは，6県
に所在する，へき地医療診療所2か所，へき地医

Ⅰ.　はじめに
　本学大学院看護学研究科では，平成25年度から
29年度まで文部科学省の私立大学戦略的研究基盤
形成支援事業の補助金を得て，日本型地域ケア実
践開発研究事業に取り組んできた。この事業の目
的は，山村や離島を含む地域の実践現場で働く看
護師がチーム医療・チームケアのなかでより一層
機能していくために，さらには地域ケアのリー
ダーとなり得るために卓越した地域ケアスキルを
獲得するためのトレーニングプログラム及び教
育・支援システムを開発することであった。
　わが国は医師の負担増大と地域医療崩壊の危機
に直面しており，チーム医療の推進と看護師の役
割拡大への期待が高まっている。このような現状
において，本事業により，地域ケアを担う人材育
成から教育・支援システムの構築まで日本型地域
ケア実践の研究基盤を形成することは，地域医療
の向上・発展への寄与を理念としている本学の役
割といえる。また，キュアとケアを統合し地域ケ
アのリーダーとなり得る看護師を養成し，地域特
性や社会資源の相違があっても地域ケアスキルを
獲得した看護師の定着・資質向上が持続されるよ
うにするための日本型地域ケア実践の開発は，学
術的・社会的に重要かつ必要性の高いものであ
る。
　このような状況から，支援事業が終了した平成
30年度からは当大学看護学部の地域ケア実践開発
事業として，地域ケアスキル・トレーニングプロ
グラムのさらなる精錬と地域医療に従事する看護
職への寄与を目指し，事業を継続実施している。

Ⅱ.　実施方法
　平成30年度の実施体制を表１に示す。
　本年度は，平成29年度までに作成した地域ケア
スキル・トレーニングプログラムを修整し，実施
した。まず，e‐ラーニングによる5科目（急性
期，終末期，認知症，退院支援・調整と多職種連
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療拠点病院5か所，訪問看護ステーション2か所に
所属する看護師が受講した。
　ベーシック・プログラムとフォローアップ・プ
ログラムそれぞれの科目別受講者所属施設分類を
図１に示す。
　受講者の職位，年齢区分，看護師以外の保有資
格及び実務経験年数について，表５－１～５－４
に示す。受講者の職位は，スタッフが61％で最
も多く，次いで主任21%であった。受講者の平均
年齢は42.5歳であり，40歳以上50歳未満が30％で
最も多かった。保有資格は，ケアマネージャー8
名，保健師4名，助産師4名のほか，認定士（透
析・呼吸療法）がそれぞれ1名ずつ，糖尿病療養
指導士が1名であった。実務経験は，15年以上20
年未満が26％と最も多く，次いで20年以上25年未
満，10年以上15年未満の順で，併せて全体の70％
を占めていた。
　各科目の受講者数と修了者数を図２に示す。
ベーシック・プログラムの受講者に対する修了者
数（修了率）は，急性期17名中16名（94.1％），
終末期14名全員（100％），認知症14名中13名
（92.8％），退院支援・調整と多職種連携15名全
員（100％），看護研究6名中5名（83.3％）で，全
体では延べ66名中63名（95.4％）であった。実数
54名の受講者のうち，4名は前年度からの継続受
講者であった。フォローアップ・プログラムの受
講者は，昨年度の16名から9名と減少した。これ
は昨年度までは本学までの交通費を補助していた
が，本年度より自費となったことが影響している
と考えられる。しかし，県内だけではなく，遠方
の県からの受講者もいた。
　ベーシック・プログラムの科目毎の実施状況と
評価を表６－１～６－５に，フォローアップ・プ
ログラムの科目毎の実施状況と評価を表７－１～
７－４に示す。

Ⅳ.　おわりに
　文部科学省の私立大学戦略的研究基盤形成支援
事業が終了し，平成30年度からは看護学部の地域
ケア実践開発事業として実施することとなった
が，ベーシック・プログラムは昨年度と同様に50
名以上の受講者がおり，本トレーニングプログラ
ムに対するニーズは恵贈しているといえる。
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表１　平成30年度　実施体制
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表２　自治医科大学看護学部　平成30年度　地域ケア実践開発事業
　　　－地域ケアスキル・トレーニングプログラム－担当者



平成30年度地域ケア実践開発事業報告

57

表３　平成30年度　応募状況
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表4―1　平成30年度　所属科目別の受講人数
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表4―2　平成30年度　所属科目別の受講人数

図１　平成30年度　各科目受講者所属施設分類
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表5―1　職位別人数について

表5―2　年齢区分について

表5―3　看護師以外の保有資格について

表5―4　実務経験年数
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図2　各科目受講者数と修了者数
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表6－1　高齢者看護１（急性期）実施状況と評価
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表6―2　高齢者看護２（終末期）実施状況と評価
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表6－3　高齢者看護３（認知症）実施状況と評価
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表6－4　退院支援・調整と多職種連携 実施状況と評価
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表6－5 看護研究
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表7－1　高齢者看護演習１（急性期）
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表7－2　高齢者看護演習２（終末期）
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表7－3　高齢者看護演習３（認知症）



自治医科大学看護学ジャーナル　第 17 巻（2019）

70

表7―4　退院支援・調整と多職種連携演習



第18回自治医科大学シンポジウム
ポスターセッション抄録
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精神科病院における隔離に対する倫理的悩みと人的環境要因との関連

発表課題名　精神科病院における隔離に対する倫理
的悩みと人的環境要因との関連

所　　　属　看護学部（精神看護学）
職　　　名　講師
氏　　　名　石井慎一郎，半澤節子，永井優子

要　　旨
【目的】
　近年，精神科病院における行動制限の使用期
間が諸外国と比べて長いことが報告されている
（Noda et al. 2013）。隔離等の行動制限の最小化
に異論はないものの，我が国は精神科特例により
入院病床に対する従事者定員が少ないという人的
環境要因の関与は否定できない。そこで本研究
は，病床数に対する看護者数の異なる複数の精神
科病院を調査協力機関とし，看護者の倫理的悩み
と人的環境要因が隔離に対し何らかの関連をみる
のかを検討し，行動制限最小化に資する示唆を得
ることを目的とした。
【方法】
　複数の単科精神科病院に調査協力を依頼し，同
意が得られた看護者を対象に無記名自記式質問紙
を配布した。調査票の内容は，1）統合失調症者
の仮想事例に対する隔離解除までの期間，隔離解
除の決定者や提案者等に関する評価，2）倫理的
悩み尺度精神科版（大西他 2016）15項目，3）臨
床看護師3名のインタビュー結果を元に作成した
人的環境に関する認識11項目であった。分析は記
述統計量を算出し，各尺度下位因子間の相関係数
と各下位因子の信頼係数を算出した後，看護者の
倫理的悩みと人的環境要因が隔離に与える影響の
程度を確認するために，隔離期間を目的変数，倫
理的悩みと人的環境要因を説明変数として強制投
入法による重回帰分析を行った。本研究は自治医
科大学研究倫理委員会の承認を得て実施した。

【結果・考察】
　回答者283名の属性は，平均年齢41.2±11.3歳，
精神科臨床経験年数11.0±9.0年，病棟別では精神
科救急・急性期治療病棟が40.6%，次いで精神科
一般病棟24.4%，精神科療養病棟21.9%であった。
仮想事例に対し，回答者の64.6%が「隔離解除は
医師が決める」に肯定的回答をし，「隔離解除は
看護者が提案する」は67.4%であった。隔離解除
までの期間について，「3日程度」9.9%，「1週間程
度」19.1%，「1ヶ月程度」25.1%，「3ヶ月程度」
23.6%であり，いずれも「どちらでもない」を選
択する人が半数近くを占めていた。
　倫理的問題に対する認識は，「病状が安定し日
常生活に支障がない患者が入院し続けていても何
もできない」という「事実がある」と回答した
者は74.1%，このうちこうした事実に「悩んでい
る」と回答した者は70.5%であった。次いで「安
全が保てないと思うような少ない数の看護師で仕
事をする」では「事実がある」73.1%，こうした
事実に「悩んでいる」は82.6%であった。人的環
境に対する認識は，「病棟カンファレンスは定期
的に開催…」が71.8%，次いで「院内では，看護
実践の報告会や事例検討会を行って…」71.7%，
「手本や目標となる先輩が身近にいる」64.7%の
順に高かった。最も低かった項目は「組織を完全
に信頼している」が34.4%，次いで「新人や後輩
に対する教育が充実…」29.0%，「病棟カンファレ
ンスには多職種が参加…」23.8%であった。
　仮想事例における隔離期間を目的変数，倫理的
悩みと人的環境要因を説明変数とした重回帰分析
を行った結果を表1に示した。なかでも，重決定
係数は低いものの，「7日程度」は［隔離解除は看
護者が提案する］によって，「3ヶ月程度」は［同
僚の非倫理的行為］［年齢］［解除は医師が決定す
る］によって有意に説明されていた。とくに，
「7日程度」では看護者の提案が正の影響を与え
ている一方で，「1ヶ月程度」「3ヶ月程度」は医師
の解除が影響を与えている。すなわち，看護者は
長期間の隔離患者にこそ，隔離の最小化，解除に
向けたケアが必要である。

　本研究は，JSPS科研費 基盤研究C 26463505
「臨床現場に形成されたモラルと行動制限に対
する臨床判断に関する研究（研究代表者 半澤節
子）」の助成を受けたものである。

表１　隔離期間を目的変数，倫理的悩みと人的環境要因を説明
　　　変数とした重回帰分析

倫理 同僚の非倫理的行為  0.020  -0.003  -0.175  -0.200 **
 少ない職員配置 -0.106  -0.154   0.115   0.098 
 権利侵害の黙認  0.027   0.000  -0.030   0.093 
環境 職場内の信頼関係 -0.211 ** -0.070  -0.134  -0.097 
 実践力向上の機会 -0.091  -0.066  -0.029   0.025 
 実践を振り返る場の保証  0.095  -0.130   0.206 *  0.133 
属性 年齢 -0.040  -0.010   0.119   0.155 *
隔離 解除は医師が決定する  0.003   0.076   0.128 *  0.194 **
 解除は看護者が提案する  0.121   0.174 ** -0.056  -0.081 
 R2  0.063   0.106 **  0.082   0.094 **

表中の数値は標準偏回帰係数β，** p <0.01  * p <0.05

3日程度 7日程度 1ヶ月程度 3ヶ月程度
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成19年4月1日制定）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正平成26年1月7日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正平成26年10月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正平成28年2月18日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正平成28年5月26日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正平成29年5月8日

自治医科大学看護学ジャーナル投稿規程

１．投稿資格
　投稿できる筆頭著者は，投稿の時点で自治医科大学看護学部の教員，自治医科大学大学院看護学研究科
院生，研究生，学校法人自治医科大学に所属し，かつ看護職にある者，その他編集委員会が適当と認めた
者とする。なお，筆頭著者以外については，この限りではない。

２．原稿の内容
　原稿の内容は，看護学およびそれに関連するものとし，原則として未発表のものとする。

３．原稿の種類
　原稿の種類は，「論文」，「総説」，「実践報告」，「資料」，「特別寄稿」とし，編集委員会が適当と認めたもの
とする。
ａ．論文
　独創的で新しい知見が論理的に示されており，看護学の発展に寄与すると認められたものとする。論文
の形式は，緒言，研究対象および研究方法，結果，考察，結論，引用文献の順とする。
ｂ．総説
　看護学に関わる特定の分野やテーマについて1つ又はそれ以上の学問分野における知見を幅広く概観した
ものとする。
ｃ．実践報告
　看護実践や教育に関わる新しいもしくは有用な技術や方法などを報告したものとする。
ｄ．資料
　論文，実践報告ほど独創性は高くなくとも，看護学に関連する提案，提言，調査などの報告とする。
ｅ．特別寄稿
　編集委員会からの依頼に基づく寄稿原稿とする。原則的には査読を設けない。

４．投稿原稿の採否
　投稿原稿の採否は，1編につき2名の査読員による査読を行い，自治医科大学看護学ジャーナル投稿論文
規程に基づいて編集委員会で決定する。

５．掲載原稿の著作権
　本誌に掲載された原稿の著作権は自治医科大学看護学部に帰属する。

６．投稿要領
１）原稿種類による枚数
　ⅰ「論文」，「総説」は，刷り上がり12ページ以内とする。（図・表・写真を含む）
　ⅱ「実践報告」，「資料」は，6ページ以内とする。
　＊刷り上がり1ページは，和文原稿ではA4判タイプ用紙で約1枚，欧文原稿ではA4判タイプ用紙で約2枚

に相当する。
　＊なお，上記の枚数を超過した場合，その超過した部分にかかわる費用は著者の負担とする。

自治医科大学看護学ジャーナル　第 17 巻（2019）
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２）原稿の様式
　ⅰ原稿は，A4判，横書きの用紙を用いて，1頁44字×45行2段組とする。
　ⅱ英文の場合は，A4判ダブルスペースとする。
　ⅲ原則として新かなづかいとし，常用漢字を用いる。句読点は，全角文字の「，（カンマ）。（マル）」

を，英字・数字は半角文字を用いる。単位や略語は，慣用のものを用いる。外国人名や適当な日本語
訳のない術語などは原綴を用いる。

３）原稿の構成
　原稿の構成は，原則として次のとおりとする。
　　Ⅰ．はじめに
　　Ⅱ．研究方法
　　Ⅲ．研究結果
　　Ⅳ．考察
　　Ⅴ．結論
　　　　文献
４）図，表および写真

　図，表および写真には，図１，表１，写真１などの通し番号，ならびに表題をつけ，本文とは別に一
括し，原稿の欄外にそれぞれの挿入希望位置を指定する。図，表および写真は，原則としてそのまま掲
載できる明瞭なものとする。なお，カラー写真を掲載する場合，その費用は著者負担とする。
５）倫理的配慮

　論文の内容が倫理的配慮を必要とする場合は，「研究方法」の項で倫理的配慮をどのように行ったのか
を記載する。
６）利益相反の開示
（1）本文の最後に，研究費・特許取得を含む企業との財政的関係，公的研究費に基づくか，財政的補助を

うけた研究か，を明記する。
（2）利益相反関係がある場合には，関係する団体名も含め記載する。
７）文献の記載様式
（1）文献は，本文の引用箇所の肩に1），1～5）などの番号で示し，本文の最後に一括して引用番号順に

記載する。
（2）雑誌名は，原則として省略しないこととするが，省略する場合は，和文のものは日本医学雑誌略名表

（日本医学図書館編），英文のものはIndex Medicus所蔵のものにしたがう。
（3）文献の記載方法は，次の例にしたがう。著者名は，和洋文献共に3名までとする。
　①　雑誌の場合
　　著者名：著者名：論文題名．雑誌名，巻数（号数）；頁－頁，発行年（西暦）．
　　例：１）緒方泰子，橋本廸生，乙坂佳代他：在宅要介護高齢者を介護する家族の主観的介護負担．日

本公衆衛生雑誌，47(4)；307-319，2000．
　　　　２）Stoner M.H., Magilvy J.K., Schultz P.R.,et.al：Community analysis in community health 

nursing practice：GENESIS model. Public Health Nursing,9(4);223-227, 1992.
　②　単行本の場合
　　著者名：論文題名．編集者名，書名，発行所（発行地），頁－頁，発行年（西暦）．
　　例：１）岸良範，佐藤俊一，平野かよ子：ケアへの出発．医学書院（東京），71-75，1994．
　　　　２）DavisE.R. : Total Quality Management for Home Care. Aspen Publishers(Maryland), 32-36, 

1994.
（4）特殊な報告書，投稿中原稿，私信など一般的に入手不可能な資料は，原則として引用文献としては認

められない。
８）その他
　　投稿者（複数の研究者の場合を含む）は，別添えの投稿論文チェックリストに従い原稿を点検し，当

該チェックリストを投稿原稿とともに必ず提出する。
　　必要時「iThenticate」（論文剽窃チェックツール）（自己申請）等を使用し投稿論文内容を確認する。
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７．投稿原稿の提出方法
　投稿論文原稿は2部提出する。内訳として「原本投稿原稿」，「査読用投稿原稿」とする。
１）投稿原稿の形式
（1）原稿の１枚目
　ⅰ「原本投稿原稿」は，希望する原稿の種類，表題，英文表題，著者名，英文著者名，所属機関名，英

文所属機関名，3-4語程度のキーワードを記載する。
　ⅱ「査読用投稿原稿」は，希望する原稿の種類，表題，英文表題，3～4語程度のキーワードを記載す

る。著者名，英文著者名，所属機関名，英文所属機関名は記載しない。
（2）原稿の2枚目
　　「原本投稿原稿」「査読用投稿原稿」とも以下共通内容である。
　ⅰ　400字程度の和文抄録をつける。
　ⅱ　『論文』を希望する場合は，和文抄録に加えて250words程度の英文抄録と3-4wordsの英語キーワー

ドをつける。英文抄録は，著者の責任においてネイティブチェックを受けること。
（3）原稿3枚目以後
　ⅰ　本文とする。※投稿要領「原稿の構成」参照
　ⅱ　「査読用投稿原稿」では，倫理審査委員会の固有名，謝辞他，投稿者を特定する事項はマスキング

する。
　ⅲ　論文頁数，行数を挿入して提出する。
　ⅳ　編集委員会からの求めがあった場合は，倫理審査委員会の承認通知書を提出する。
２）投稿原稿の提出方法
（1）投稿原稿の提出（上記の投稿原稿，図・表）は，電子媒体にて提出する。なお，投稿原稿は，ジャー

ナル投稿規程に沿って体裁を整えて提出すること。
（2）ファイルは，「Word」文書ファイルで提出する。Macを用いる場合は，DOS/Vフォーマットを使用す

ること。
　　　※メールには，氏名，使用したワープロソフト名を明記する。
（3）パスワード付きで「hensyuu@jichi.ac.jp」に添付ファイルで投稿する。
　　　※パスワードは，看護総務課から通知する。
（4）添付ファイル名は，「第○巻看護学ジャーナル（原本）：氏名」と「第○巻看護学ジャーナル（査読

用）：氏名」の2種類のファイル名を記載し送付する。
３）投稿原稿の受付期間
（1）投稿原稿の受付は，通年受付とする。
（2）随時投稿された原稿は投稿された時点から査読を開始する。
（3）査読期間は約4週間，原稿修正期間は約4週間を目安とする。
（4）当該年度の9月末日までに投稿した場合は，査読の結果により当該年度の号に掲載可能となる。

８．論文投稿者修正論文の提出方法
　論文投稿者は，査読結果に対する「回答書」を必ず作成し締め切り日迄に提出する。
１）査読者2名に対して，それぞれの回答書を作成する。
２）回答書のフォーマットは自由書式とする。

９．校正
　著者の校正は初校のみとし，それ以降の校正は編集委員会において行う。

１０．別刷
　別刷は30部までは無料とする。それ以上の部数が必要な場合の費用は，著者の負担とする。
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編　集　後　記

　看護学ジャーナル発刊において，本学看護学部の先生方，看護総務課の方々のご尽力に
心より感謝申し上げます。また，査読にご協力いただきました先生方および看護学ジャー
ナルの編集委員の先生方には，お忙しい中，各投稿論文に誠心誠意ご対応いただき，あり
がとうございました。看護学ジャーナルは，若手教員や大学院生からの貴重な投稿の機会
となっています。査読者および編集委員の先生方には論文の質を担保しつつ，少しでも多
くの投稿論文が採択できるよう教育的配慮を含めご支援いただけましたことに感謝申し上
げるとともに，今後ともご協力いただけますようお願い致します。
　編集委員会では，今後さらなる看護学ジャーナルの論文の質の向上を目指しつつ，より
多くの方々にご投稿いただけるような魅力ある看護学ジャーナルへの発展に努めていきた
いと考えます。若手教員や大学院生はもとより，皆様からの論文投稿を心より祈念してお
ります。

（編集委員長　村上　礼子）

自治医科大学看護学部編集委員会
委 員 長　　村上　礼子
副委員長　　上野　まり
委　　員　　里光　やよい
　　　　　　田村　敦子
　　　　　　鹿野　浩子
　　　　　　八木　街子

査読協力者
　青木　さぎ里，石井　慎一郎，川上　勝，佐藤　幹代，清水　みどり，平尾　温司，
　湯山　美杉，横山　由美（五十音順）
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